
本大会は、「AI時代の教育と人材育成を考える」
をテーマに、大学としてどのように向き合うこと
が期待されるのか考察するため、国の教育政策を
共有する中で、変革の世紀を生き抜く教育課題の
論点、生成系AIの取り扱い、デジタル教材の著作
権対応と生成系AIの対応、教育・学修支援DXと
業務支援DX、学びの質向上を目指すICT活用、デ
ータサイエンス・AI授業のワークショップなど、
喫緊のテーマを取り上げ探求するとともに、ICT

利活用による授業改善の研究や学修成果可視化な
どの実践又は研究事例の発表などを通じて、理解
の促進を図ることにした。
１日目の「全体会」では、向殿政男会長（明治

大学）から、「AI等の技術を生きとし生けるもの
の幸せに役立てられるか否かは、正に人間の叡知
に期待されている。大学では、真理の探究を通じ
て自然との共存、科学技術との調和、人と人との
共生など、倫理観を踏まえた全体最適を目指す学
びが望まれており、今、正に大学教育へ変革が迫
られているのではないかと考えている」との挨拶
の後、９月５日から７日に亘るプログラムがオン
ラインで実施された。

第１日目（９月５日）

全　体　会
【我が国の教育をめぐる現状・課題・展望】
「新たな教育振興基本計画のコンセプトと高
等教育の政策」

文部科学省総合教育政策局政策課企画官
廣田　貢　氏

教育振興基本計画は、平成18年に全面改定さ
れた教育基本法に基づき、政府が策定する教育に
関する基本計画で、平成20年度以降５年おきに
これまで３期策定されてきたものである。その内
容は、我が国の目指す教育の姿やそれを実現する
ための具体的な方策を示すものとなっている。
新しい基本計画を策定するために、まず第３期

計画のフォローアップを行った。高等教育関係で
は、大学生の授業時間外学習時間が増加したこと、
修士課程修了者の博士課程進学率が若干上昇した
ことなどが確認できた。次に、社会の現状や変化
に関するデータから、人口減少が進む中で日本の
一人あたりの労働生産性はOECD諸国の中でも下
位となっており、どのようにして労働生産性を上
げていくのかが大きな課題となっている。また、
グローバル化、情報化、グリーン化（脱炭素化）
による産業構造の転換などにより、変化が激しく
予測困難な未来が待っている状況に、どのように
して未来を乗り越えていく人材を育てていくのか
が求められている。一方で、18歳の意識調査で
は、自分の行動で国や社会を変えられると回答し
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ている割合が、諸外国の中で極めて低く、社会に
貢献できるという意識を高めていく必要がある。
そうした背景から作成した教育振興基本計画で

は、計画のコンセプトとして、「2040年以降の社
会を見据えた持続可能な社会の創り手の育成」と
「日本社会に根ざしたウェルビーイングの向上」
とした。前者は、自らが社会の創り手になる意識
をもって果敢にチャレンジをしていく人材（主体
性、リーダシップ、創造力、課題発見・課題解決
力、論理的思考力、表現力、チームワークなど）
を備えた人材が求められている。後者は、日本社
会に根差したウェルビーイングの向上という視点
として、個人が幸せや生きがいを感じていること
と併せて、地域や社会全体が幸せや豊かさを感じ
られるものとなっていく教育を目指していく必要
がある。ウェルビーイングとは、身体的・精神
的・社会的によい状態にあることで短期的な幸福
のみならず、生きがいや人生の意義などの将来に
わたる持続的な幸福を含む概念である。この概念
を含めたことが今回の計画において特徴的である
と考えている。
こうしたコンセプトを受けて、今後の教育政策

に関する基本的な方針として次の５点を定めた。
①　グローバル化する社会の持続的な発展に向
けて学び続ける人材の育成

②　誰一人取り残されず、全ての人の可能性を
引き出す共生社会の実現に向けた教育の推進

③　地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現
に向けた教育の推進

④　教育デジタルトランスフォーメーション
（DX）の推進
⑤　計画の実効性確保のための基盤整備・対話
これら５つの方針の中にはそれぞれ具体化した

ものを示している。例えば、①に「主体的・対話
的な深い学びの視点からの授業改善、大学教育の
質保証」、「専門知では課題解決が困難な中での文
理横断・文理融合教育の推進」、「グローバル化対
応の留学等国際交流や大学等の国際化」、「リカレ
ント教育を通じた高度人材育成」など、②に「多
様性、公平・公正、包摂性（DE&I）ある共生社
会への実現に向けた教育の推進」、④に「DXに至
る３段階（電子化→最適化→新たな価値）におい
て、第３段階を見据えた第１段階から第２段階へ
の移行の着実な推進」などがある。
さらに、これら５つの方針に対して、16の目

標と100近くの対応する施策を策定した。これら
の各目標はどの目標が初等中等教育でどの目標が
高等教育といったものではなく、それぞれの教育
段階で目指すものであると考えている。
この中で具体的に触れておきたい目標として、

「グローバル社会における人材育成」がある。こ
の目標に対する基本施策の例として、日本人・学
生・生徒の海外留学推進、外国人留学生の受け入
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れ推進、高等学校・高等専門学校・大学等の国際
化、外国語教育の充実を示している。これを受け
て2033年までの目標に「日本人学生・生徒50万
人派遣」、「外国人留学生の受け入れ・定着40万
人」を示している。また、「教育の国際化」も示
しており、高等教育機関において英語のみで卒
業・修了できる学部・研究科の数を学部で200
（現状86）、研究科で400（現状276）にすること、
海外の大学との交流協定に基づく交流のある大学
の割合を80％（現状48％）にすること、ジョイ
ントディグリー・プログラムの数を50（現状27）
にすること、ダブルディグリー・プログラムの数
を800（現状349）にすることを示している。こ
うした計画の実現に向けて予算を確保するため
に、現在概算要求を行っている。

【質疑応答】
【質問１】グローバル化の点について強調されて

いたように思われるが、これまで言われていたこ

とと何か異なっている点はあるのか。

【回答】グローバル化について、これまでも重要
だとしてきたが、教育基本振興政策の中に「グロ
ーバル化」を盛り込んだのは今回が初めてである。
日本学生の派遣、外国人留学生の受け入れ・定着、
教育の国際化それぞれに目標を立て実現を目指し
ていきたい。
【質問２】高等教育を担う人材（大学教職員）の

育成について、何か検討していることはあるのか。

【回答】人材の育成は重要な問題であり、現場と
の対話を積み重ねながら、社会全体としての教育
の方向性を作り上げていきたい。

【変革の世紀を生き抜く教育を考える】
「『教育の未来』を築くイノベーションの学び
とは｣

東京財団政策研究所長、日本学術振興会顧問、
本協会副会長

安西　祐一郎　氏
技術革新に伴う社会変容によって教育は転換を

迫られてきたが、現在、AI技術の急速拡大による
「知能」が拡張される社会において、教育の質的
変換が必要となっている。このようなAIによる変
革の世紀における教育では、「イノベーションの
学び」が必要である。
その学びとは、「学びの原動力(目標を発見し共

有すること)によるスキルの学び」である｡この学
びを進めるに､「主体性」だけではなく､｢信念｣、
｢共感｣､「メタ認知」、「思考」、「イマジネーション
(未来のイメージを体系化する)」、「知識」が必要
となる｡
イノベーションとは、シュンペーターによると

「価値を産み出す方法を変革し、社会を良い方向
に変える大きな変化をもたらすこと」である。AI、
デジタルの影響で、知識の概念が世界的に変わっ
てきている。覚えたことが知識の時代から活用で
きなければ、社会で共有されなければ､知識では
ない時代になってきている。この知識を「鍛える」
ことが重要で、大学教育では、知識創造・スキル
学習､問題発見・解決、臨機応変力を伸ばすよう
に展開すべきである。そのためには、高等学校で
アクティブ・ラーニングを行い、自分の目標を見
つけたり、さまざまな人と付き合ったりしながら
経験を積み、自分で知識を得る方法を知っておく
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必要がある。その上で､大学において知識を自分
で創り出す方法を学ぶべきである。しかし､現状
はこの順序が逆になっているように思われる。
具体的には、12の「学びの基本項目」の学び

方として、一つは、思考の方法（類推的思考、因
果的思考、帰属的思考、批判的思考、合理的思考
など）を身に付けるために、文章や映像をAIで大
量に自動生成し、それを提示して鍛えることが大
事である。二つは、社会的文脈の中で応用して知
識の活用を鍛える。三つは、｢目標を発見する｣力
を体験の中で鍛える。四つは、協働学習で新しい
知識を創り出す。五つは、｢言葉の力｣をつける。
他者の立場や痛みを感じとることが大事になる。
六つは、｢社会的関係を築く力｣をつける。

やるべきことが実は数多くあると思っている。
【質疑応答】
【質問】国の方針として理工系人材の不足が言わ

れており、そうした人材を増やす教育政策として、

AI・データサイエンスに取り組むことに大きな

ギャップを感じる。社会全体が理工系教育を重視

することよりも、知識を鍛える教育を重視した上

で、人文科学系、社会科学系、理工系という学び

を全体的に底上げしていくようなことが大切と考

えるが、行政との整合性との関係について伺いた

い。

【回答】知識を鍛えていく、クリエイトしていく
ことが大事で、これからの時代の教育全体をどう
すべきかという問題と、現在、理工系人材を増や
そうとしている取り組みの問題とは、別の問題と
思っている。後者は、社会の変革に対応するため
に必要な措置であって、社会の問題を深く考え、
哲学をもってAIを乗り越えていくこととは別のこ
とと理解している。

【国等が取組むデジタル人材の育成・確保】
数理・データサイエンス（DS）・AI教育の
推進・普及と生成AIの取り扱い

文部科学省高等教育局専門教育課課長補佐
奥井　雅博　氏

政策動向について、以下の５つの観点から、社
会的背景が説明された。

１．高等教育段階におけるデジタル人材育成の政

策動向

18歳人口が80万人をきり、大学進学率が６割
になる中で、一人ひとりの学びにどう付加価値を
つけ、大学として学生を成長させていくのかが、
非常に重要になっている。
世界時価総額ランキングTOP50の1989年は日

本の金融、製造の多数企業が台頭していたが、
2023年はこのランキングに登場していない。一
つの要因として、データサイエンのスキルが非常
に遅れており、IT人材の不足もあげられる。
昨年、政府として理工系への転換・強化策・人

材養成への組織改革を促す継続的な支援のための
基金を設置した。メインとなる既存の学部とデー
タサイエンスを融合した成長分野を支える学部へ
の転換支援と、大学院モデルとして数理・データ
サイエンス・AI、情報分野に特化した人材育成の
強化という、２つの支援の取組みを進めている。
組織改組、教員確保が難しいなどの課題があると
思うが、令和６年度概算要求において数理・デー
タサイエンス・AI、GIGAスクール構想、文化や
スポーツ分野でもデジタル化、教育のDX化など
を要求している。

２．数理・データサイエンス・AI教育の推進

ソフト面を含めたサービス業の人材があまりな
く、人文社会系学生のデジタル人材が求められて
いる。このような人材不足の解決に向け、デジタ
ル田園都市国家構想基本方針の中で、デジタル人
材育成の目標を５年間で230万人と掲げている。
リテラシー教育とデータサイエンスにおける応用
基礎・専門の学びの推進を重点に、教育プログラ
ムを認定する制度を2021年度からスタートして
おり、３年目の現在、リテラシーレベルは382件、
応用基礎レベルは147件認定している。また、数

一方、AIは「人間の持つ知的機能と同様の機能
を情報処理（ソフトウェア、アルゴリズムなどを
含む）によって実現すること、また実現されたも
の」と言われるが、その実態は「人間が実現でき
ない（あるいは想像できなかった）知的機能」を
も含んでいる｡また、人間の知的機能はその人の生
きる中でその人に合わせて活用や適応が可能なも
ので、コピーや伝送が困難であったりコスト高で
あったりするが、AIによって実現されたものは誰
にとっても知的機能であり、コピーや伝送が容易
である。
こうしたAIの特徴を活かして教育を行う必要が

ある。具体的には、知識を鍛えるための教材を作
成することができる。そうした問題に取り組むこ
とで、社会的文脈の中で知識を活用できるような
思考方法が身につくと思われる。また、大学で協
働学習を行うことは意味があると思われる。チー
ムでの議論をする中で、相手の気持ちを理解した
り、相手に共感しながら自分を表現したりといっ
たことを通して社会的な力を身につけることがで
きる。一緒に学びながら議論し、自分たちで新し
い知識を創り出していくということがこれからの
教育のあり方ではないかと思う。
但し、ものの見方や社会の参加の仕方、目標の

持ち方といった内容を、教育のメソッドとして作
り上げることが必要で、スキルを身に付けること
ができるカリキュラムや教材を10年かけてでも
開発していくことが重要である。政治や行政は、
教育弱者がAIによってより分断されてしまわない
よう、重要な役割を果たす必要がある。AI礼賛で
はなく、人間による時代を作っていくためには、
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は各大学の教育の実態に応じて、対応を検討する
ことが重要で、主体的な学びの向上を目指す中で、
どのように使うか、生成AIの全てが正しいという
ものではない点を留意しつつ、対応を適宜見直し
ながら活用していただきたい。

【質疑応答】
【質問１】数理・データサイエンス・AI教育の推

進のための認定制度の取組みは、国家戦略的に重

要な人材育成で、急務である背景は理解できるが、

人文社会系教員からみると、大学がすべて理系に

なるべしという懸念がある。全大学共通の学生

50万人を対象としたリテラシーレベルと考えて

よいか。リテラシーレベルの３年間の達成率が

32.5％ということで、目標は2025年度まで後２

年間で67％を達成する計算になり、人文社会系

の大学がネックになっているのではないか。人文

社会系教員にチャレンジするモチベーションの向

上施策は何かあるか。

【回答】小中学校ではプログラミング教育、情報
教育が進んだ生徒が間もなく大学に入学する。ま
た、IT化がより進んだネイティブの子たちが大学
に入ってきたときに、大学のIT化の遅れに驚くこ
とがないよう、大学では戦略的に数理・データサ
イエンス・AI教育を推進すべきと思う。卒業後社
会に出て仕事をするとき、統計的なデータをどう
使うか、読み解く、データ集めて考えるというこ
とは慣用的なスキルになると思うので、大学が社
会と接続、あるいは高校、小中高との接続の中で、
理解を深めていただきたい。国がやりなさいとい
うのではなく、大学の教育・研究戦略の中でどう
していくか、考えていただきたい。18歳人口減
少の中で、どのように大学として魅力を高めるの
か、というのは一つの取組みになると思う。
【質問２】GIGAスクール構想が進み、一番のネ

ックはやはり大学教員へのFD活動と思う。理系

になるというのではなく、文理の中で大きなかじ

取りをするということの大事なトリガーは何か。

【回答】このような会に参加する方は意識がある
方々だと思う。全員が同じ意識になることは現実
的に難しいと思うので、意識のある方々で一定の
仲間を作り推進する方法がよいと思う。例えば、
社会学の中でもデータは絶対使って（分析等をし

て）いるので、自分の研究力を教育に
展開していただくだけで、大きく変わ
ってくると思う。何か新しいことやる
というよりは、教員の教育・研究の中
にデータサイエンス・AI・統計などを
含めて、教育に少し振り向けてもらう
というのが、一番早い解決策かなと思
う。

【シンポジウム】
「大学教育への変革を迫る生成
系AIの取り扱い」
対話型ChatGPTに代表される生成系

AIの出現に、大学教員はどのように向
き合うことが適切と考えればよいの
か、学生に活用させる上で留意すべき
こと、使いこなすための訓練の必要性
などを通じて知識偏重型教育から考え
るプロセス重視教育への転換を含め、
最初に６人の登壇者から意見が開陳さ
れた。特に強調された点を紹介する。

理・データサイエンス・AI教育を進めるため、全
国に９ブロックのコンソーシアムを形成し、現在
230校が会員となっている。文科省においても事
例紹介によるアドバイスなど相談を受けるととも
に、オンラインでの説明会も開催している。

３．産学連携によるデジタル人材の育成

文部科学省と経済産業省が連携して、デジタル
人材を育成するための産学連携の会を設けてい
る。一番大きな課題は、教員が不足している。デ
ータサイエンス・AI担当者不足に対して、地域企
業との連携を深めるなど、実社会との繋りの中で、
いわゆる実務をしている人を担い手に、コンソー
シアムの活動を通して教えることができる教員人
材の育成を、コンソーシアムの代表校を中心に進
めている。

４．人文社会科学系大学院におけるデジタル人材

育成の推進

デジタルと掛けるダブルメジャー大学院教育構
想事業、人文社会系をバックグラウンドにしなが
ら、かつ高度な情報スキルを身につけるような大
学院レベルでの教育を展開する事業に、令和４年
度６大学が選定された。理工系だけが重要ではな
く、人文社会系の高度なDX人材を育成していく
ことで、新規の公募ができるような形で令和６年
度概算要求を拡充要求している。課題を設定して
解決し、価値創造できるような、そういった人材
を生み出していくことを念頭において、例えば、
ビジネス分野はもちろんだが、GIGAスクールが
浸透している教員養成、また、コンテンツ産業を
支えるアート・デザイン・文化・スポーツ、いろ
いろな領域がある中で、デジタル人材の育成を推
進していきたい。

５．大学・高専における生成AIの教学面の取り扱

い

生成AIの取扱いについて、文科省からも有識者
の意見を参考に、利活用が想定される場面、留意
すべき観点などをまとめて７月に各大学に通知し
た。各大学においても指針が公表されている。AI

を使った事務改善というものもあるが、基本的に
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むのではないか。著作権法35条では､学習利用の
場合は著作権者の承諾が不要という例外扱いをし
ているが、著作権者の利益を不当に害する場合に
は､著作権者の承諾が必要となる。他者の著作物
を使用しても引用を明示していないので、生成AI

の回答をそのまま授業以外のSNSなどで公表する
と、著作権侵害になる可能性が高いので慎重な対
応が求められる。
以上の意見を踏まえて、司会の辻　智氏（私情

協情報教育研究委員会データサイエンス教育分科
会アドバイザー、大阪公立大学研究推進機構特任
教授）から、最初に論点１として、「生成系AIの出
現により、大学教育にどのような変革が求められ
るようになると考えるか」について、登壇者間で
おおよそ次のような意見交換が行われた。
①　生成系AIを使って、これからの学び・教育
でどういうことを具体的にやっていくべきか
が抜けている感じがする。そこが具体的には
大事なのではないか。

②　英語を教える立場からすると生成系AIの導
入によって自分の考えやアイデアをまとめ、
英語・日本語で海外や社会に向け発信し、思
いを伝えられるような発信力のある学生を育
成していくことが大事になる。
③　そのようなことをやっていこうと思うと、
音声で対話のアシスタントをすることが当然
出てくるので、音声の対話型AIが役に立つと
思う。そういう意味での技術開発と、英語教
育の在り方について具体的に戦略を立てて行
う話があれば、今後に期待できるように思
う。

④　生成系AIはヒントを与えてくれるので、問
題はどういうアイデアを、どうやったら一緒
にクリエイティブなことを考えられるか、と
いう点に力を入れるべきだと思う。
その上で、生成系AIが入ってきた時の学修評価

の問題について、意見交換した。
①　一回のテストがらみのレポートはもう意味
がなくなると思う。レポートを書く時に結果
よければすべて良しではなく、書いた内容に
ついて学生同士で意見・相互評価を行い、振
り返りして改善していくプロセスを評価する
ことが大事になると思う。その際にICTの支
援ツールが開発されていることが期待される

②　生成系AIを使いプロジェクト授業の中で評
価する授業設計を行っている。そうしないと
全体としての評価はできない気がする。

③　どこまで達成したかというよりも、どこま
で伸ばせるかということが非常に大事と思う
ので、法律に抵触しない範囲で使いこなし、
自分のやりたいことを達成できたかどうか
に、評価をシフトしていくことが重要ではな
いかと思う。
次に、論点２として、｢生成系AIを使いこなす

教育を大学としてポジティブに捉える必要がある
と考えた場合に、どのような点に注意して進めれ
ばよいか｣、危機管理体制を中心に、おおよそ次
のような意見交換が行われた。
①　生成系AIは間違ったことを回答するので、
信頼できないという意識をもたせること、著
作権など法的な枠組みを理解する機会を設け
るなどのリスク管理が必要となる。

②　生成系AIは、あまりにも変数が多すぎて説
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＊　竹村　彰通氏（滋賀大学学長）
先端的なデータサイエンス・AI教育を推進して

いる本学の背景から、生成系AIを使いこなし、生
成系AIモデルを構築できる人材の育成を目指して
いる。｢生成AIの理論と活用｣の授業では、生成系
AIを活用した実習として、就職の志望理由書を生
成系AIで出力し、その結果を修正して高度なもの
に仕上げていくなど、積極的に取組む姿勢を示し
ている。
＊　須藤　修氏（中央大学国際情報学部教授）
現時点での生成AIとの付き合い方については、

プロンプトの書き方を工夫して使うことで､相談､
アイデア、論文の壁打ち、翻訳、要約、ヒントを
与えるツールとして構想力・創造力の育成手段と
して使える。但し、内容の信憑性に注意が必要で
透明性、説明可能性で大きな問題を抱えている。
引用文の精査が必要で著作権の侵害に当たる可能
性がある。個人情報、組織の重要情報をプロンプ
トに入れない注意が必要。将来、AIが作った文章
が大半となり、レベルの低い内容となるので、出
力内容にラベル付けして除外しないとモデル崩壊
を起こすと言われている。
＊　安西　祐一郎氏（東京財団政策研究所長、日

本学術振興会顧問、本協会副会長）
生成系AIとは、膨大なデータ資源と機械学習技

術と高速AIコンピュータを駆使したユーザインタ
フェースのシステムであって、それ以上でも以下
でもない。学びの場では｢部品｣と化していく。当
たり前の知識を並べるのは得意だが知識の創造・
活用・相互理解の学びと教育は苦手。やり方の知
識としてのスキルは苦手なので思考・推論の方法
を学ぶことは非常に大事になる。文脈の理解は苦
手なので繰り返し違った文脈を与える学びにな
る。ChatGPTができることを学ぶよりは、できな
いことを学びの場に入れることが賢明ではない
か。
＊　森本　康彦氏（東京学芸大学ICT／情報基盤

センター、情報教育教室教授）
主体的な中で生成AIを仲間としてとらえれば、

協働的に一緒に学んで行こうよという立場になる
し､学修者が主体的に取組みながら生成AIを教員
の代わりとするならば、足場かけ、アドバイスを
してもらい、それをヒントにしながら自分で学び
を進めていく学修者本位の教育が可能となる。そ
れを支える教員の存在が不可欠であることは言う
までもない。
＊　金丸　敏幸氏（京都大学国際高等教育院附属

国際学術言語教育センター准教授）
英語を要約し自分の意見を英語で書くなど、課

題の出し方が通用しなくなるので、英語の授業の
あり方を抜本的に見直していかなければいけない
時期に突入したのではないか。一人ではできない
けれども、生成AIの助けがあれば学生の能力を伸
ばしていくという共同学習が可能になる。その際、
学生の主体性を引き出し、できないことができる
よう試行錯誤をサポートする教員の行動が求めら
れる。
＊　髙嶌　英弘氏（京都産業大学法学部教授）
個人情報保護は、プロンプトの中に個人情報を

含めると全世界に出回る可能性があるので注意が
必要。ChatGPTは、プロンプトに含まれる情報は学
習しないという設定が可能。今後はAIサービス提
供者側のシステムとしてオプトアウトの方向に進



途中で切り替えることで、学生の印象や記憶にも
影響を与え、授業内容をより良く覚えることが示
された。このような手法は、学生の学習体験や記
憶に変化をもたらす。アバターには、外見が変わ
ると中身も変わるという心理学的な影響を持って
おり、アバターの外見を変えることで、行動や態
度が変わる現象が観察されている。

VR体験には高性能なゲーミングPCが必要であ
り、同時接続数の制限やVR酔い、装着の重さな
ど、ユーザーとシステムの両面で課題が存在する。
VR技術の信憑性を持って教育に活用するには、
学生のジェスチャーや表情を正確にセンサーで取
得する必要があるが、学生にそれを納得させ、そ
の価値を説明することが課題となる。

【質疑応答】
【質問１】視覚、聴覚以外に触覚はどの程度可能

なのか。

【回答】触覚は存在感やコミュニケーションにお
いて重要である。現状ではバイブレーターが主流
だが、触覚の研究は進展中で、おそらくVRの次
なるブームとなると考えている。
【質問２】一人称と三人称視点で違いはあるのか。

【回答】HMDでは一人称になるが、ディスプレイ
だと三人称で行う人もかなりいる。好みが結構あ
る印象である。
【質問３】ゲームに慣れ親しんだ若い人に違いは

あるか。

【回答】社会的に成功した人は、フォトリアルア
バターと言って、自分の見た目にそっくりなアバ
ターを使いたいという人が多いが、若い人はアバ
ターへの拒絶感は少なく、必ずしもリアルさを追
求する必要はないと感じている。ゲーム的な要素
やアニメ風のデザインが求められ、新しい視点を
持つ学生たちが増えている。

第２日目（９月６日）

テーマ別意見交流
分科会A：生成系AIに対する大学対応

（研修等含む）の紹介
東北大学における生成系AIに対する注意喚起発出
の経緯と方針
東北大学データ駆動科学・AI教育研究センター准
教授

三石　大　氏
2023年１月末から２月にかけて、教育DXの方

向性や教育システムのグランドデザインを提案す
るデジタル教育アドバイザリ・グループによっ
て、生成系AI（ChatGPTなど）の教育への注意喚
起の検討を始め、３月末にWebサイトを作成し、
教務係を通じて非常勤教員含む全教員に発出し
た。また、後期授業に向け９月中旬に、学内講習
会（オンライン）で生成系AIに関する仕組み・技
術解説、教育・学習における留意事項の説明を予
定している。
注意喚起に当たっての方針として、｢教員向け｣

には、教室内での利用制限は可能だが、授業時間
外の利用禁止は現実的でないこと、演習課題やレ
ポート課題の回答にAIが利用できることの具体例
を示し、何も対策しない場合に成績評価の公平性
に課題があることを紹介した。また、想定される
対応策として、レポート課題に替えて、教室内で
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明可能性がない。なんでその結論を出したか
というのはブラックボックス状態になってい
る。その中で、AIが出力する画像に電子透か
しを埋め込んで追跡可能にする技術が開発さ
れつつあるが、クラウドレベルでは著作権管
理もセキュリティ管理もサービスが高額で大
学などでは使えない。Webベースのサービス
では、オプトアウトはできるので、その技術
を受ける必要があるのではないか。
③　文部科学省の指針を適切なものにするた
め、ノウハウ、知見を統合して検討できるよ
うな場として、私情協のイノベーション会議
などで検討いただければと思う。

【メタバース(仮想空間)による教育を考える】
新しい世界を知る機会に
東京大学バーチャルリアリテイ教育研究センター
教授

雨宮　智浩　氏
メタバースの基盤技術は、VR（バーチャルリ

アリテイ）に根差していて､ユーザーの五感を刺
激し､現実と同じような環境を再現する技術とし
て定義される。VRゴーグル、HMD（ヘッドマウ
ントディスプレイ）は、この定義に出てこない。
VR 学は人間にとって｢何がリアル化｣を追求する
学問となっている。

VRの利点は、一つは、アバターを使用するこ
とで、顔を出さずに授業に参加でき、プロテウス
効果と呼ばれるアバターを通してユーザーの行動
特性や外向性に影響を与える可能性がある。オム
ニバス講義では成績の向上、学修意欲に効果があ
る。二つは、空間性（3D空間）があることによ
って、どこからでも参加が可能で、教員からは学
生の反応が分かる。学生同士ではいろいろな学生
と交流ができるメリットがある。三つは、自分が
見ている世界と同じ映像を得られる疑似体験（主
観性）を強めることに効果がある。HMDを使う
と、適度な緊張をもたらし、逃げ場のない状況を
作るので、プレゼンなど事前練習に有効に機能す
る。一方、VRの注意点として、異なる装置を使
用することにより、VR体験が講師と学生、また
は学生同士の間でVR格差・VRデバイドが問題に
なることがある。　　　　　　　　　　　　　
ここではメタバースとは、｢オンラインで社会

的な活動が可能な3Dバーチャル空間｣と定義す
る。教育分野では、メタバースを使用して大学の
キャンパスを再現し、高校生向けオープンキャン
パスなどに活用している。また、メタバース工学
部の中で、工学部のアピールをするため、1,000
名以上の女子中学生を含む中高生、社会人がVR

講演と実習を通じて、意欲的な作品を製作する機
会が提供されている。学生のサークル活動は、メ
タバースを使用した勧誘活動が試みられている。
英会話の授業では、教員や学生が直接VR空間に
入って、海外の人と身振り、目線などを全部共有
しながら話せるので学習効果が高い。また、シミ
ュレーションが得意で、リアルでは難しい避難訓
練の体験などもできる。
一方で、小さな文字の表示やリアルな体験の限

界も指摘されている。
メタバースでしかできないことでは、やさしそ

うな顔と怖そうな顔のアバターを使用した授業を
比較すると、やさしそうな顔の方が授業中の発言
数が増えることが分かった。さらに、アバターを
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の筆記試験を行うとか、解答内容のヒアリングを
評価するなどを紹介するとともに、教育の質向上
につながることを感じている。但し、筆記試験が
適さない授業で大人数の対応方法は、検討中で皆
さんの知恵をお借りしたい。｢学生向け」には、
コピペは学修につながらないこと、AIの出力が必
ずしも正しいとは限らず、自身で確認する必要が
あることなどを紹介している。このような方針を
他の教育機関と共有し、引用や二次利用を自由に
行えるように提供している。

【質疑応答】
【質問】文部科学省からの通達後、何か変更した

点はあるか。

【回答】文科省の通達と基本的な方針は一致して
おり、文科省も本学の方針を見ていたと考えられ
る。

近畿大学情報学部生成系AIに関する学生向け
Position Paper

近畿大学総合情報基盤センター長　
井口　信和　氏

早い段階からChatGPTの影響を考慮して検討を
はじめた。全学部における生成系AIの利用に関す
る方針が４月に間に合わないため、情報学部の学
生向けに４月17日に情報学部長と学部長代理で
利用に際しての方針を配信した。この中で、生成
系AIを自らの能力を高めるために利用することを
奨励している。
一方、レポート課題を生成系AIからの出力結果

のみで提出することは禁止し、⾃ら作成した文章
の校正、アイデアを練る過程で生成系AIを⽤いる
ことは構わないとしている。出⼒結果を使⽤する
場合は、使⽤箇所と⼊出⼒や使⽤条件を明記する
ことを求めている。
プログラミングの実習では原則禁止とした。手

を動かし自身で考えながら問題に取り組むことが
学びの本質であり、それを欠くと学生の成長を損
ねることになる。学生からの反応は、利⽤が推奨
されていることで、概ね好意的である。
使いこなすスキルは、一つは何をどう問い合わ

せるか、質問力としてのプロンプトエンジニアの
経験をさせること、二つはAIが出力する文章の真
偽を見極める、批判的思考・分析⼒を高めるため
にそれ以前の学習が非常に大事であることを伝え
ている。
技術者倫理、特に著作権への配慮を徹底する教

育を行っている。教員に対しては、安易に解答が
得られない課題の検討と、生成系AIの使用につい
てのスタンスを学生に伝えることを呼びかけてい
る。全学的には９月にChatGPTの全般的な話と課
題作成、問題作成にどの生成系AIを使っているか
の話をFDとして開催する予定にしている。

【質疑応答】
【質問】プログラミングの実習で禁止しても、正

解が出たらわからないのではないか。

【回答】難しい。原則禁止としたが、ヒントを得
るのはかまわない。その結果、うまく動いたので
あれば、自分が解決したということを伝えてもら
えれば、使ってもいいかなと思う。教員間では、
丸投げして正解が出るような課題は避けなければ
ならないとしている。
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ChatGPT等の生成系AIの使用に関する上智大学
の対応と取り組み

上智大学学事センター長　　　　
池田　真　氏

2023年１月に英語圏の大学における生成系AI

などの状況を確認し、学内の「教育開発領域」と
いう会議で議論を本格的に行い、学生の立場から
課題や評価における使用の可能性を検証した。３
月上旬には生成系AIに関する教員アンケートを行
い、その時点で９割の教員が認識し、３割強が使
用を経験していた。また、３月中旬にシラバスに
おけるChatGPTへの対応・評価の仕方等を見直す
ようにしたところ、｢ChatGPTを利用しにくい課
題を設けた｣、「非対面の課題による評価比率を下
げた」、「非対面の課題をなくした」などの対策を
考え、シラバスに反映していただいた。そのよう
な中で、３月27日に｢生成AIに対する対応方針｣を
発出した。
基本方針としては、本人が作成すべきものにつ

いて、生成系AIの使用は認めないとし、使用が確
認された場合は厳格な対応を行う。但し、教員の
指示があれば使用できるとしたが、「厳格な対応」
が切り取られ一人歩きした。５月〜６月に「生成
AIと上智の学び」のFDを５回開催し、延べ500
名参加した。そのような中で、６月30日に「教
育における生成AI利用のガイドライン」を発出し
た。そこでは、学生、教職員で倫理的、法的、社
会的側面を含めて広く学び議論を深めて行く、よ
り良い世界を目指す実践の活用を積極的に継続す
るとし、禁止だけでなく積極的に検討を継続する
ことも明記した。また、授業科目での取り扱い方、
積極的な活用の検討の明示、使用が疑わしい場合
に聞き取りするなどの確認の手順も示している。

【質疑応答】
【質問１】疑わしい内容を確認する手順は、何を

参考にしたのか。

【回答】香港大学を訪問したときに聞いた。事例
が１件だけあり、学生本人も少しだけ使ったこと
を認めた。処分でなく先生がしっかりと指導した。
【質問２】こういう手順はとても参考になる。資

料をいただけないか。

【回答】学内で検討した上で回答する。

生成AIに対する大学対応
京都ノートルダム女子大学ND教育センター長

神月　紀輔　氏
「学生と一緒に考えようではないか｣という姿

勢を持つ中で､３月頃に取り扱いの方針について
検討を始め､５月、６月、７月にFD委員会、教務
委員会、ND教育センターの共同開催による研修
会を教職員、学生にも参加を呼びかけ３回実施し
た。１回目は｢生成系AIとは何か？ その現状や仕
組み」、２回目はユネスコの「高等教育における
ChatGPT利用のクイックスタートガイド」の解
説､３回目は｢生成系AIを『本学の教育で』どう活
用するか｣という形で対面により実施し、参加で
きない人には動画収録を配信した。３回の研修会
の間に教員や学生自身で使用体験を重ね、理解を
すすめた。６月に全学教職員集会で「生成AI

（ChatGPT等）利用について」学生向け文書の原
案を提示し､６月末に正式に発出した。
そこでは、全面的に生成AIの使用を禁止するの

ではなく、学生が特性を知った上で、活用できる

事業活動報告
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とを禁止している大学は、約３割だった。
次いで、教員個人の受け止め方について、挙手

で傾向を打診した。
③　授業で生成系AIを使うことを考えている
は、約５割強であった。また、使用場面とし
ては、
＊「アイデア出し」全員、「論点・課題の洗
い出し」約６割強、「情報取集」全員、「翻
訳の点検」約８割強、「プログラミングの
点検」約６割、「デザイン・曲などの政策」
約２割近くであった。

④　誤情報、偽情報の確認方法を授業又は大学
で紹介しているのは、約６割であった。

⑤　著作権侵害の確認方法などの紹介を授業又
は大学で紹介しているのは、約２割強であっ
た。

分科会B：企業における生成系AI活用の
対応（社員教育含む）紹介

生成AI 踏まえたデジタル人材育成施策の改訂に
ついて

経済産業省商務情報政策局情報技術利⽤促進課
調査官

島田　雄介　氏
経済産業省では産業全体の競争力強化や社会の

課題解決を図るために、「企業のDX推進」と「デ
ジタル人材の育成」を推進している。日本の DX

が遅延している要因は、担い手不足で､量的にも
質的にも人材ニーズの増加に供給が追い付いてい
ない。その課題に対応するため、経営層を含む全
ての企業人が見につけるべき知識・スキルと、新
たな価値を見出すために必要なマインドスタンス
（意識・姿勢・行動）を「デジタルスキル標準」
として整理し、DXを自分ごととして捉え、変革
に向けて行動できるよう、学びの指針を提示した。
また､企業のDXを戦略的に推進するために､具体的
に求められる人材類型（ビジネスアーキテクト、
デザイナー、データサイエンティスト、ソフトウ
ェアエンジニア、サイバーセキュリティ）を掲げ、
それぞれの役割・責任を体系化した｢DX推進スキ
ル標準｣の指針を策定した。
一方、生成AIの出現は、各企業におけるDXの

進展を加速させ､企業の競争力を向上させる可能
性があることと､求められるデジタルスキルも変
化していることから、デジタルスキル標準（DX

リテラシー標準）について見直しを行い、８月に
一部改訂した。
一つは、生成AIを積極的に使っていくことが望

ましいとし、生成AIツール、プロンプトの指標を
学習項目に追加した。二つは、注意すべき点とし
て、情報漏洩、法規制などに正しく対処しながら
利用することを追加した。三つは、マインド・ス
タンスのところで、「問いを立てる」「仮説を立て
る・検証する」というスキルも生成AIと共同して
いくためには必要であるなど、改めてリテラシー
の中で発信した。今後も状況等を見ながら、この
スキル標準も適宜適切なものとするようにして、
人材育成の指針として活用していただけるように
取り組んで行きたい。

【質疑応答】
【質問１】日米間の人材の格差は、情報社会・情

報技術に対する教育が遅れていたからとみられる

が、高校での｢情報｣、大学でのデータサイエンス

部分においては、自身の学習にうまく取り入れる
ことと、学びのプロセスや何を学ぶのか第一に考
えること、レポートや課題は自分自身の言葉で作
ること、個人情報の流出、著作権などに留意が必
要であることを掲げた。今後は、学生が「自分た
ちでダメなものはダメとか考える」時間を設け、
教員と情報を共有して丁寧に進めて行きたい。

【質疑応答】
【質問1】非常勤教員からの反論はどういうもの

か。

【回答１】はじめは大学としてどうなのかをすご
く問われた。学びの中でどう使っていくか、前向
きに考えてほしいと丁寧に説明し、研修が進むに
つれて理解が深まった。
【質問２】学生たちの意識はどうか。

【回答】ホームページにあるものがChatGPTに替
わったととらえて、そのまま使うのはおかしいと
いうことは分かってきている。

生成系AIに対する取り組みの紹介
順天堂大学医学部一般教育准教授　

川村　浩之　氏
５月に学長から、全面的な生成系AIの使用禁止

はしない。但し、個人情報と機密情報の流出には
注意が必要との指針が発出された。特に、医療系
学部は患者情報に触れる機会が多く、慎重な取り
扱いが必要とされている。レポート等を生成系AI

のみで作成することは不可、情報収集や文章校正
に利用は可とし、授業でのAI使用は担当教員の指
示に従うべきとしている。
医学部１年生では､レポート課題の回答に生成

系AIの使用を認めたところ、学生からの反応は６
割の学生がAIを知っており、利点として時間の節
約や質の高い文章生成、アイデアや情報の収集、
学習効果の向上をあげている。AIを大学教育に許
容すべきかについては賛否が分かれた。
教員向けのFD研修がローカルに行われている

が、学部規模ではまだ行っていない。ローカルで
はAIの技術や使用方法の解説や適切な使用法、課
題設定についても議論が行われている。将来的に
はChatGPTを活用した実験レポートの課題添削や
フィードバックシステムの開発が計画されてい
る。また、医療系ならではの応用（医療面接シミ
ュレーションなど）を今後考えていかないといけ
ない。

【質疑応答】
【質問】１年生のアンケートは、意識が高い学生

が多すぎないか。

【回答】問題点の注意を行った後のアンケートで
あることと、医学部生は受験の時に総論を書くこ
とを訓練されているので、AIに頼らなくてもよい
という意識がある。
以上の説明を受けた後、分科会参加者（教職員

47名）に質問し、各大学としての対応について、
挙手で傾向を打診した。
①　生成系AIについて、大学の指針・考え方を
公表している大学は、約８割近くであった。

②　生成系AIの利活用を禁止している場面とし
て、
＊　レポート・課題提出に生成された結果を
そのまま使用することを禁止している大学
は、約７割であった。
＊　製作物の生成結果をそのまま使用するこ

事業活動報告
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より簡単に実施できる環境が整ってきた。化学実
験や材料開発など、多岐に亘る領域で新たな可能
性が開拓されており、生成AIの進化はこれらのタ
スクの精度向上だけではなく、新しい化合物の提
案や材料の特性予測など､高度な用途の利用事例
が増えている。三井化学では、素材の新規用途探
索や新規対応探索に注力しており、論文に加えて、
ニュースやSNSなどのマーケティング情報を加味
して顧客のニーズを分析することを試みている。
例えば、食品包材を電子部品に使える、建築材料
が半導体に使えるなど、ピンポイントで用途探索
や材料開発などに結び付けられる。

ChatGPTの大きな問題としては、2021年９月
までの情報しかないので、外部ソースへのアクセ
スができない。多種多様な大規模言語モデルを活
用して、ドキュメントセット、公開データベース
などのアクセスを速やかに許可することで思考の
連鎖を示させ、どこでつまずき間違えているのか
が確認しやすくなった。

【質疑応答】
【質問１】プロンプトエンジニアリングを駆使し

て、AIが収集したデータをAI自身に見直させて、

間違っている可能性を見つけ出せるための事例の

質問を考案したというが、その成果はどうか。

【回答】ChatGPTでほぼすべてのケースでハルシ
ネーションを防ぐことで、間違ったデータを特定
することができるようになり、精度の高い文章、
回答を得られるようになった。
【質問２】信州大学の学生にChatGPTを活用した

レポート作成を課しているが、適切に作成されて

いたのか、何か特徴的なようなものは見出せたか。

【回答】誰でもできる、難かしい式が不要などの
感想があり、今後研究室に配属されたら取り組み
たい様子だった。ただ教員が使用を止めたりする
場合もあるようで、そこは世代間の考え方の違い
があり、難しいところではあると思う。

やってTRYプロジェクトの紹介
ア サ ヒ グ ル ー プ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 Data &
Innovation室

服部　怜奈　氏
生成AI技術が業務に溶け込む時代の到来を想定

し､「ジェネレーティブAI『やってTRY』プロジ
ェクト」を立ち上げた。業務効率化、潜在ニーズ
の掘り起こしや理解、商品開発やサービスの創造
につながる可能性が高いため、生成AI関連の商用
サービスを使い、業務への有効な適用や効果創出
の可能性を探っている。プロジェクト参加者から
は、｢自身のバイアスを排除して思考を巡らせら
れる｣、｢論点を整理した指示をすると適切で現実
的な回答が得られるなど有益な意見もあったが、
事実と数値が違う、漠然とした質問には適切な回
答が得られない｣などの声も寄せられている。AI

へのプロンプトの例文、不得意な分野や禁じ手の
事例などを示した利用ガイドを配付し、指示文か
ら画像を生成できるAIを提供しており、最新版で
のGPT-4の提供も検討中である。全社員がWeb検
索をするような感覚で生成AIを活用できる環境づ
くりを目指している。

【質疑応答】
【質問】学生に対して、何かしっかりやっておい

たほうがよいというアドバイスはあるか。

【回答】AIを使う側として、技術的なことはいら

の教育は、解決への一つの対策と考えられるか。

【回答】過去、日本ではデジタル関係への投資が
少なく、ITベンダーに頼ることが多かったが、外
部に頼らず自社でデジタル化を進めることが重要
になってきた。高校、大学での教育によって、デ
ジタルの知識を付けた人材が輩出されることは好
ましく、他省庁とも連携しながらデジタル人材育
成の拡大に取り組んでいきたい。
【質問２】文科系学生のITマインド、ITのスキル

セットの育成に経済産業省の考えはどうか。

【回答】理科系人材がまだ少ないこともあるが、
文科系含めて文部科学省との連携、具体的にはデ
ジタル人材育成協議会でさまざまな施策を検討し
ているところである。

社員が様々な業務に活用
パナソニックコネクト株式会社IT・デジタル推進本
部戦略企画総括部戦略企画部シニアマネージャー

向野　孔己　氏
国内の全社員にChatGPTとGPT-4をベースと

したAIアシスタント（ConnectAI）を展開してい
る。AIアシスタントを始めた理由は、業務生産性
の向上、社員のAIを使いこなすスキルの向上、シ
ャドーAI（外部のAI）利用リスクの軽減を目指す
ため､社内で使えるAIのサービスを提供する必要
があった。
利用に当たっての注意事項は、回答が正しいと

は限らない｡ 最後は社員が判断する｡ 成果物では
なく､あくまで参考情報として扱う。情報は最新
ではない（ChatGPTは2021年９月まで）ので２
年間欠落している｡ 公開情報で学習しているので、
社内情報は回答できない､英語の方が正確な回答
が返ってくるなどとした。
活用方法は、｢聞く｣と「頼む」に分け､｢聞く｣で

はアドバイスを聞く（例えば､会議進行のアドバ
イス）、専門知識を聞く（例えば､サブスクのサー
ビス開発に法務面の注意点）、アイデアを聞く、
ITサポートを聞くなど。「頼む」では、判断を頼
む､文章作成を頼む、資料作成を頼む、翻訳とプ
ログラムコードの作成を頼むなどがある。
実例として1,581件のアンケート結果を人が分

析すると約９時間かかるところを、ConnectAIを
活用すると６分に短縮し、90倍程度の生産性の
向上につながり､ビジネスに有効と判断している。

【質疑応答】
【質問１】社員の使用頻度や使い勝手などの評価

はどうか。

【回答】AIの回答に対する評価結果は、５点満点
中3.6点で72点、最新モデルのGPT4は4.2点、84
点と非常に高い評価になっている。
【質問２】生成AIを使うにあたり、企業としては

学生がどのようなスキルを身につけることに期待

するか。

【回答】AIが非常に高度な回答をするので、それ
が正しいかどうか、判断できる知性と知識を身に
つけていただきたい。

化学素材の新規用途の探索に活用
三井化学株式会社DX推進本部DX企画管理部デー
タサイエンスチームリーダー

向田　志保　氏
自然言語処理を含む人工知能技術の発展と生成

AIの登場によって、論文の内容そのものの分析が
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ないが、AIの回答を見極める力、論理的な指示文
を作成する力、つまり論理的に構造的に物事を考
えて組み立てる力を養ってほしい。

分科会Ｃ：生成系AI授業活用事例の紹介
ChatGPTで英語教育の在り方を探究

立命館大学生命科学部教授　　　
山中　司　氏

ChatGPTのもたらす影響について、英語教育に
おいて大きな変革が起こっている。日本人は母語
話者（ネイティブスピーカー）のような直観
（native intuition）を持っていないので、中間言語
（interlanguage）の状態に留まっていることが英
語教育の課題となっている。ChatGPTを活用する
ことで、ネイティブと肩を並べられるだけの表現
を手にすることができる可能性が出てきた。また、
単に答えだけを提供するだけでなく、個々人の英
語能力に合わせた個別最適化の学びが実現できそ
うになっている。さらに、解説までしてくれるこ
とから、いつでも答えてくれるので、教員よりも
非常に役に立つ。

ChatGPTの出力（表現）を自分のものにするこ
とで、生身の英語を使ってコミュニケーションす
る、自分では考えられない高度な英語表現に触れ、
自分のしたいことを経験させる中で、自分の英語
力を高めていく可能性がある。加えて考えられる
のが母語の復権である。生成AIを使って母語の直
観を英語表現に変換することが可能になってきて
いるので、日本の学生が自分の言語感覚を活かし
て、高度な英語表現を生み出すことができ、新し
い世界が広がっていくが、このような学習の仕方
に教育現場でも混乱も起るだろうと思う。
最後に、将来の英語テストにおいても、生身の

英語力を評価することの重要性は変わるものでは
ない。ChatGPTのようなツールを活用することで、
コミュニケーションの中で英語力をつけていく教
育が、今後は実現できる可能性があると考える。

【質疑応答】
【質問】外国語教育全般を担当する教員の今後に

ついて。

【回答】教室設計や環境設計などの点で引き続き
ニーズがあると考えるが、現在必須となっている
英語教育の在り方については、今後議論されるか
もしれない。

模擬授業を考えるグループワークにChatGPT使用
甲南女子大学文学部准教授　高尾　俊介　氏

山下　　香　氏
ChatGPTを活用したメディア表現学科における

「メディア表現発展演習１」では、プログラミン
グ、ジェネラティブアート、建築計画、まちづく
りなどを専門とする教員２人が共同で担当し、
70名程度の１学年で実施している。授業では、
｢メディア表現｣に関連する授業テーマを学生が選
定し、そのシラバス作成や模擬授業の計画立案に
Chat GPTを活用した。授業の流れとして、まず、
フェーズ１で学生たちにはChatGPTや学生同士の
グループワークを通して15回の授業計画を作成
させた。テーマとしては、メディア表現の中で開
講されている授業などを参照しながら、学生にと
って興味をひいたり、直接的な学びになったりす
る授業を学生が検討する。次のフェーズ２で学生
に模擬授業を実施させた。フェーズ１・２の中で、

ChatGPTを個人又はグループの中で活用しなが
ら、グループワークの中に１人AIがいるような形
で、シラバスの作成、模擬授業を計画立案した。
学生アンケート結果では、ChatGPTはグループ

作業では全員が役に立ったが、個人作業では活用
に至らなかったという学生がいた。自由記述では、
例えば「何度も応答していくうちに、グループで
の議論をきっかけとしてアイデアを出してくれる
のが役に立った」、「本質的には人間が頑張る感じ
だ」というような答えがあり、役に立った場面と
立たなかった場面が半々のコメントが見られた。
今後注目されるのは、AIに対応した思考プロセ

スであると考える。また、人間に、今後求められ
ていく能力としては、アイデアを形にしたり、そ
れを社会の中で実装したりする力ではないかと考
える。このような気づきを今後の生成系AIを活用
した授業の取組みに反映していきたい。

【質疑応答】
【質問】仮想の学生を想定させたChatGPTを含め

て行うグループディスカッションについて、詳し

く説明してほしい。

【回答】グループディスカッションにおいて、
ChatGPTに登場人物として複数人の視点を提供し
てもらい、複数のAIの登場人物を含めたディスカ
ッションを行うことになる。

分科会Ｄ：働き方改革、業務支援DX
職員の働き方改革宣言（ビデオ講演）
上智学院人事局人事グループ主幹　

千野　雅裕　氏
学校法人上智学院では、2020年４月から若

手・中堅層の職員20名程度で、部署横断型プロ
ジェクトとして５つのチーム（意識改革・行動変
容、学生対応、環境・制度・モチベーション、
ICT活用、業務分析・業務の見直し）に分かれ、
建学の理念のさらなる実現を目指して検討を進
め、同年12月にプロジェクトチームからの提案
を受け、「職員の働き方改革宣言」を決定した。
それを具体化するアクションとして、14の取組
みを掲げ、全ての活動が学生支援に繋がることを、
職員一人ひとりが認識できるように作成した。
プロジェクトの活動について、2020年度と

2021年度では、例えば各年度でアンケートをと
り、職員が実際にどういうことを考えているのか
など確認を行うとともに、そのアンケート結果を
もとに電子決裁システムを提案・導入した。2022
年度では、課題となっていた教職員会のコミュニ
ケーションの活性化策として、教職員交流会の実
施、創立記念行事プログラム｢働き方から上智を
考える｣を実施する中で、教職員が相互に考えて
いることを理解し合う、課題認識の共有も行った。
会議運営の工夫としてのペーパーレスでは、最

初にiPadでペーパーレスをはじめた。次いでコロ
ナ禍でのオンライン会議への導入により、役員会
を中心に議案の収集、資料の共有化を進め、ペー
パーレスも同時に実現した。また、コラボフロー
としての電子決裁システムの取組みでは、自分の
部署で運用・改善できる使い勝手の良いシステム
を導入した。３年を超えて帳票数では１万件以上
の利用があり、現在はコラボフォームを使う学生
対応の充実を構想している。
意識改革・行動変容を進めていくキーワード

は、信頼と傾聴が重要で心理的安定性が確保され
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ていることが全ての意識改革の基本になると考え
ている。働き方改革を何のためにするのかについ
ては、職員自らの働きやすさ・ワークライフバラ
ンスだけではなく、職員一人ひとりの働きがいを
改革することで、教育研究活動の推進を図り、選
ばれる学校法人にあり続けるため、職員の意識を
本気で変えることが何よりも大切と思う。

国際交流業務のDX取組みと展望・課題
桜美林大学国際交流センター課長

中村　文武　氏
国際交流分野でDXが必要な背景は、一つは、

学園の方針で国際的に通用する大学となることを
目指し、国際交流の人口が増えてきた。二つは、
働き方改革の一環として、キャンパスの多拠点化
に伴う各拠点の強みを発揮していく上で、情報共
有できる環境を整えていく状況にあった。三つは、
全体的な支援システムが汎用化する中で、多様化
する学生ニーズにどうやって大学の強みを探って
いくかという二律背反的な課題に対応していく状
況にあった。
複数拠点での業務遂行体制を構築するために、

紙の申請書類をなくし、データベースを一元化す
ることで、教職員が共有する環境に期待を込めて、
デジタルツールに移行した。国際業務は、学内外
のステイクホルダとの調整を図りながらすすめて
いくことから複雑になりがちで、シンプルなワー
クフローにすることで学生に利益をもたらせるこ
とを期待して、2015年に留学関連業務のDXを推
進することになった。
留学生向けのデータベースとして、クラウド型

のプラットフォームにsalesforceを導入した。ク
ラウドに移行して実現できたことは、留学管理情
報が一元化された（在籍管理、危機管理、プログ
ラム管理）、外部決済サービスと連携して請求・
入金管理がシンプルになった、協定校との協定書
管理が簡単になり、統計が取りやすく業務の汎化
が進んだ。反面、まだ実現できていないこととし
て、一つは、自分の国際交流体験が４年間の学び
にどう繋がってきたかを学生自身が分析できるよ
うなデータの見せ方・活用、二つは、学内で保有
する様々なデータをつなぐことで、どういう学び
を積むことで国際経験ができるようになるのか、
ストーリーが見えるように今後は進めていきた
い。書類をデジタル化し、組み合わせてワークフ
ローを組んでいくというところまでデジタル化が
進んできてはいるが、学生が自分で国際交流体験
を豊かなものにしていく、そういう行動変革を促
していくところまでできるようになってから、初
めてDXなのかと感じている。

【質疑応答】
【質問１】留学支援という汎化が難しい領域で、

DXにはどのようなシステムを利用し、独自の開

発を行ったのか。

【回答】アジャイル開発のできるセールスフォー
スのシステムの最大のメリットを活用しながら、
ニーズに適切に応じた開発を進めてきた。
【質問２】2015年からのDXは早い動きであるが、

どんなきっかけでDX推進をスタートさせたのか。

【回答】私自身が前職でWebデザインをしていた
経緯で、業務改善のためにWebフォーム導入した
ことがきっかけとなり、効率化を実感したことか
ら、徐々に学内でも浸透して理解されるようにな
って拡大した。

デジタル技術活用プロジェクトと業務自動化
（RPA）の事例紹介

滋賀医科大学情報課主幹　　　
石田　宙久　氏

大きな業務削減を期待してRPAの運用を開始
して４年目を迎えているが、さまざまな問題が発
生して、試行錯誤しながら運用してきた。RPAの
運用実績としては、令和４年末で年間2,636時間
まで削減時間が詰みあがっており、ロボットの稼
働本数は44本になる。費用対効果は、ソフトウ
エアライセンスに比べ削減効果が120％まできた。

RPAで発生した問題と解決策では、①RPAのコ
スト問題で、サーバー型の高額な製品を導入した
ため、各ロボットによる業務時間の削減効果は小
さく、費用対効果の実現が困難な状況に陥った。
解決策としては、無償版RPAの導入を進めた。②
引き継げないロボットが多数出てきたという問題
で、RPAの開発量が多いと引継ぎに問題が起きる
ので、簡素化して運用していくことが大事。事例
としては、会計伝票のエラーチェック、科研費に
関するメール送信、問い合わせ情報の可視化など
がある。
国立大学には文部科学大臣の認可を受けて進め

る第４期中期計画の中で、令和４年から９年まで
の６年間で1,080時間の業務量削減という目標が
あり、AIやRPAなどのデジタル技術を活用した業
務改善を掲げている。12部署17名の事務職員が
理事直轄のプロジェクトとして活動しており、各
自で１つ以上のデジタル技術を用いた開発を行
い、現在748時間の業務削減を行い72％達成して
いる。今年度は、繁忙部署に特化した業務改善に
取り組んでおり、対象業務の選定、改善案の検討
を行っている。

【質疑応答】
【質問１】「デジ活」のメンバーと、参加のモチベ

ーションはどのように形成されたか。

【回答】第４期中期計画の目標もあり、開発に協
力していただけないかということを、各課長にお
願いして回り協力いただいた。若手の職員の方で
RPAに興味がある方、スキルアップにもつながる
ということを説明して、参加いただいた。
【質問２】RPAの活用を人事異動が発生したとき

に、スムーズに引継ぎする工夫をされているのか

どうか、事例を伺いたい。

【回答】事務局で一旦引き取って、また新しい方
が来られたらお伝えするというような形で、対応
している部署もある。
【質問３】今後、病院のレセプトにPRAでチェッ

クするなどの構想があるかどうか。

【回答】病院でもRPAの活用は行われている。聞
いた話として、病院の朝に印刷する帳票を夜中に
印刷して、朝の作業を楽にするロボットであった
りとか、病院の患者数を統計して毎日、病院長に
提出するような業務も自動化し、メールでレポー
トが送られるようになっているとか、電子カルテ
を使って自動化し、いろいろなファイルを出力し
ている。
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分科会Ｅ：学修者本位の教育､学びの質
向上を目指すDXの試み

一人ひとりの個性を伸ばす目標・学修支援DXの
取組み

日本経済大学業務推進部長､准教授　
田代　雄三　氏

「個性を伸ばす」教育を大切にしているが、ど
んな学生なのかデータがなく、学生データの集
計・分析が未整備、教育方法にデジタル活用の余
地があるなどの課題があり、デジタルを活用する
ことで、個性を伸ばしていく教育を新しく考えら
れるのではないかと判断した。学生一人ひとりの
目標を見える化、実行を支援するために、個別最
適な学修を支援するアプリとして、2022年に
「日経大PEAK」の開発に着手し、2023年現在稼
働している。
教育にデジタル技術を使う目的は、①学びの実

績を積み上げ、就職の質向上を目指す。②中退率
の減少を掲げている。具体的には、就職の質向上
に向けて、学生にスマートフォンで学期ごとの目
標を設定させ、進捗管理を行い、教職員や友人が
後押しをしていく体制をとっている。中退率の減
少には、学生の出席や成績の悪化をデジタルで自
動検知し、学生にアラートを出し、アラートの出
た学生に担当教員が支援を強化する仕組みを設け
ている。
アプリ利用率を向上させるため、全員が所属す

るゼミで強制的に使用している。また、授業の出
席や目標の完了などでポイントが加算される
PEAKポイントも導入しており、活動指数として
捉えている。さらに学生の活動を評価し､共有す
る仕組みが整備されている。このアプリは、まだ
結果が出ていない段階であり、中退率や就職にど
れだけ貢献できるかは確定していないが、数千の
目標が登録され、新しい教育方法を開発・実施す
る機会となっている。

【質疑応答】
【質問１】個人のプライバシー侵害に懸念を持つ

学生に、どう対策されたか。

【回答】入力したものは、他の学生に見えないよ
うに制御をかけている。内容的にセンシティブと
思われるようなものは、センシティブ情報として
別枠で入れられるようにしており、システム管理
者と、入れた人しか見られないようにしている。
教員が交代して引継ぐときは見られるが、教員に
も見られたくない場合には見えない所に入れるよ
う管理している。
【質問２】学生同士が見られない理由は、何かあ

るのか。

【回答】お互い刺激になって、いい面もあるかと
思ったけれども、プライバシーがあるので、見せ
るとしたら、クラスの先生が、個人名が見えない
形で、目標を皆で共有するようにしている。
【質問３】就職の質まで向上できそうな、手ごた

えはあるのか。

【回答】質に関しては、何らかの指標、例えば、
上場企業の就職の内定者数とか、３つくらい指標
を組み合わせて評価を考えている。学生が満足し
て決めたというよう結果を増やしていきたい。そ
れにつながる手ごたえというと、学期の最初に自
分で目標を明確にしておくことで、将来に向けた
ところでは役に立っているのかなと思っている。
どれだけ授業で使われたとか､資格取得者数など

見えるようになってくると、手ごたえが期待でき
る。始まったばかりで追跡していく。

学修課程･成果の可視化を目指した医療系DXの
取組み

東京医療保健大学学長戦略本部准教授　
西村　礼子　氏

医療系教育DXを推進することが、目的なので
はなく、医療系実践能力の向上をどのような目標
と評価と方法で行うかという一貫性を保証してい
く仕組みをこの医療系DXで目指している。具体
的には、コンピテンシー基盤型教育で何が実践で
きるようになり、医療の対象者にどのような成果
がもたらされたのか、医療職の知識・スキル・態
度が育成されてどのくらいの生涯学習能力に繋が
ったのか、それらを可視化することによって、ど
のような医療の質保証、教育の質保証、社会への
アカウンタビリティを発信できるのか、ミクロの
段階からマクロの段階で教育評価を行っていく必
要性があると考えている。
そのような経緯を踏まえて、３か月前にDXを

取り入れ、スマートキャンパスの構築を目指して、
教育DX、研究DX、事務DXをどのようにDP、CP、
APに落とし込んで学修データを評価していくか
検討を進めており、学修成果と実践の一貫性のあ
る教育と評価のスキーム作成を重要視している。

DXをすることで、教育デザインが学生に可視
化されやすいように、一律のものを提供している。
科目と単元のデザインの可視化を行い、学修者や
教職員がそれぞれの点数や出席状況を一覧化し、
可視化する方法や、DPの重み付けに基づくルー
ブリックを学年・科目ごとで行う仕組みをつく
る。それぞれの出席状況のログ、さらにはDPに
達成状況をレーダーチャートで可視化し、教員と
学生がインタラクティブにコメントを書けるよう
な仕組みも用意している。知識だけでなく､バー
チャルシミュレーションを取り入れ､パフォーマ
ンスレベル評価も重要視している。実際の授業動
画を公開し、学生自身の自己評価、学生同士の相
互評価、教員の他者評価、教員・学生の相互評価
の形で、ログや評価が行われるような仕組みを取
り入れている。

【質疑応答】
【質問１】学生のDPの達成度も分かってくると、

場合によってはDPを変えるとか、組み直すなど

の観点から大切だと思うが、そのようなレベルに

取り組まれているのか。

【回答】DPの各学年等に落とし込んだマトリクス
表を作り、各科目で何パーセントかを、DP１か
ら5まで配分して教授会で決定し、今この機能を
搭載したところになる。取組みが始まって２年目
なので、カリキュラム改正までには繋がっていな
いけれども、学習評価に基づいたカリキュラム改
正、カリキュラム評価を狙っている。APやCP、
DPに反映されていないと、入学した学生がこの
DXの取組みについていけないといった評価が、
アンケートレベルであった。各学部、各学科で今
後カリキュラム評価に落とし込んでいく必要性が
あるというところで、大学ビジョンにDXを追加
した経緯がある。
【質問２】DXに基づいた、学生の意識改革を取組

めているようでしたら、何か教えていただきたい。

【回答】新入生オリエンテーション時に、DXのオ
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ないと実験できなかったのが、私の研究室、他の
場所で実験できるようになった。VRの仮想空間
の中でもう一度実験したいと来てくれる学生が増
えた。学生に連携のモチベーション、実験現象観
察のモチベーションが向上し、成績が上がったの
ではないかと考える。
【質問２】実験でパラメータを自由に変えること

ができることも、一つの特徴としてあげられてい

たが、学修効果として上がったことはあるのか。

【回答】それもあると思う。学生たちが場面要素
の設定が違うのではないかとか、他のパラメータ
違うのではないかという疑問をもって、自分たち
でパラメータを調整して実験をシミュレーション
し、自分の仮説などを確かめて、レポートを書く、
考察するとところにDXを導入することで、影響
が表れたのではないかなと考えている。

DXによるバーチャルクラスデジタルラーニング
の取組み

広島大学情報メディア教育研究センター長
西村　浩二　氏

DX推進基本計画を令和２年度に策定し、３年
ごとに更新している。基本計画は、10年後のデ
ジタル環境を見据えた長期的な基本方針と３か年
で優先して実施する５つの全学的重要事項から成
っている。特に、教育DXでは、学習者への効果
的なフィードバックと教育方法の改善等の利活用
が期待できる成果として掲げられ、｢デジタルを
活用した大学・高専教育高度化プラン」の補助を
受けて、次世代オンライン教育を実現する「バー
チャルクラスルームデジタルラーニング
（VCDL）」環境の構築とDXで拓く新しい教育方法
の実現に向けた取組みがすすめられた。
具体的には、大学に来ることなくバーチャルク

ラスルームを構築し、その中で学びを支えるLMS

をGoogle Cloud上に構築し、連携大学間での教材
の共有ができるmoodleへの移行など、LMSの増
強・拡張を図るとともに、教育・学習利活用ポリ
シー等の策定、動画コンテンツの作成などを整備
した。その上で､大学連携による開発により、VR

を含むデジタル教材を使った効率的・効果的な教
育の展開や、開発したVR教材を使った県内初等
中等学校教育の支援、障害のある学生への特別支
援教育指導者育成プログラムの展開等の取組みが
進められている｡

VR教材の活用では、特に､医療系の臨床能力試
験のトレーニングをVRで行う世界初の試みや、
画像診断装置で体の中を透視しながら、カテーテ
ルなどで治療のトレーニングを行うVRシミュレ
ーターを開発するなど、新しい教育方法の実現に
向けたアプローチが進んでいる。計画は３年ごと
に進捗がまとめられ､事務の効率化や大学のIRデ
ータの整備なども実施されている。

【質疑応答】
【質問】補助金を導入して、ソフトウエアなり、

ハードウエア入れたりすると、少なくとも５年程

度の継続性が必要になると思うが、予算はどう考

えられているのか。

【回答】クラウドサービスを使って行くには、コ
ストがかかってくるので、大学上層部に認識をし
ていただけるよう、DX計画の中にきちんと盛り
込んでいく。かなり高度なVRの教材を作ると、
コストが非常にかかり、継続性が問題になってく
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リエンテーション時間を、４日間に分けて６時間
とっている。PCサポートセンターの方々も含め
て、リテラシー能力をあげられるような仕組みを
設けている。さらに、４月と５月に参加型、任意
型にはなるが個別補修も行いっている。
【質問３】DXの取組み以前の学生と、何か違いが

出てきていることがあれば紹介いただきたい。

【回答】大学としてそのレディネスに差がある状
況で、情報収集能力は情報を要約するといったと
ころは力がついてきているのではないかと、科目
レベルのアンケートでは出てきている。

DXによる時間・場所の制約を超えた学びの場創
出の取組み

金沢工業大学学長補佐、工学部教授
鈴木　亮一 氏

｢時間と場所の制約を超えた学びの創出｣の目標
として、①対面と遠隔の授業を最適に融合するた
め、デジタル教材やシステムを制作し活用する。
②実空間と仮想空間を融合した実験・演習で学生
の学習意欲と満足度の向上を目指す。③産学連携
プラットフォームを活用した分野融合型教育の推
進で､大学を越えたPBLを目指すことにしている。
期待している効果として、対面と遠隔双方のメ

リットを活かした効果の高い授業運営ができる。
対面と同様の臨場感ある学習環境を構築して積極
的なコミュニケーションが生まれ、学ぶ意欲が向
上する。専門分野が異なる学生、世代の異なる社
会人、海外の学生と多様性あるチームをつくり、
問題発見から解決策を考えるPBLの経験ができる
ことを目指している。
具体的な学修環境として、多地点を等身大で接

続するシステム、ヘッドマウントディスプレイな
どのVR・MR機器、教員の動きに合わせて自動追
尾カメラが追従するシステム、自宅にいるけれど
も教室にいるような感覚で授業が受けられるハイ
フレックス授業ができる講義室、PBLがしやすい
演習型教室、SA・TAが学生の進捗状況をタブレ
ットで情報共有するシステムなどを整備した。実
空間と仮想空間を融合した実験環境を作ることに
より､学生一人ひとりが仮想空間の中で､実験装置
を作るとか、仮説を繰り返し検証しながら実験が
できるようになり、学生の評価も高く、実験では
いい成績をとる学生が増えた。また、oViceという
ソフトを活用しながら、仮想空間で学生の指導が
できるようになり、オフィスアワーに質問に来る
学生よりも増えている。
産学連携プラットフォームの活用では、｢学都

金沢｣のブランド確立を目指して、石川県の私立
大学が個々の大学の特長を活かし、学問分野を超
えて連携教育を実践する場を構築している。実際
に等身大の接続システム等々を活用しながら、３
大学で共同PBLを実施している。さらに、海外大
学とのPBL、他大学の共同研究を計画している。

【質疑応答】
【質問１】デジタル教材を利用した実験で、教材

の導入後の成績分布でいい成績をとる学生の割合

が増えた原因として、DXの何が有効だったのか。

【回答】一つの実験機器を６人・７人で共有して
いたが、DXでVRをチームで２台から３台自由に
使えるようにすると、実験に関係しない学生は仮
想空間の中で実験してくれるようになり、効果が
あがった。もう一つは、従来実験する場所に行か
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る。今後は、汎用的で長期間使えるような形に作
るとか、大学構成員による教材開発のサポートを
重要視している。

分科会Ｆ：デジタル教材の著作権対応と
ChatGPTの対応

神奈川大学学長補佐、法学部教授　
中村　壽宏　氏

著作権法は、デジタルコンテンツを作った著作
者等と著作物の利用を許された利用者の全体を著
作権者として、権利者保護と権利制限による利用
促進の二本柱となっている。保護の対象となる著
作物は、法律で、著作者人格権、著作財産権、著
作隣接権となっているが、大学教育では著作者人
格権、著作財産権が重要である。著作者人格権は、
コンテンツを作った人にだけ生じる権利で、出版
社や学会等に譲渡することはできない。著作財産
権は、著作物にかかる経済的活動を他者から妨害
されないための権利で、コンテンツコピーの複製
権、ネットを使って著作物を配信する公衆送信権
などがあり、著作者から他人に譲渡できる。
保護される著作物とは、「思想又は感情を創作

的に表現したものであって、文芸、学術、美術、
音楽の範囲に属するもの」となっているが、思想
や感情表現の判断は難しいので、他人が創作した
ものは全て著作物と思ったほうがいい。著作物に
当たらないものとは、誰でも思いつくありふれた
表現、他人の創作物の模倣、単なるアイデア、憲
法その他の法令､パブリックドメインなど。保護
される期間は、著作者人格権は死亡によって消滅
するが、著作財産権は70年間遺族によって相続
される。
一方、利用者は他人の著作物を様々なシチュエ

ーションで利用できる。特に、教育関係では著作
権法35条で授業目的に利用する場合は、著作者
の許諾を得ずに利用できる。但し、複製や公衆送
信又は伝達の態様に照らし、著作権者の利益を不
当に害することとなる場合には､この限りではな
いとなっている。例えば、本からかなりのページ
を複製し配付する、購入が前提となっているテキ
ストや問題集の複製は不当に害する例となってい
る。公衆送信では、他人の著作物をサーバーにア
ップロードし、教室内の学生に配付する場合や、
学生が好きな時にデータをダウンロードして勉強
する異時授業公衆送信も35条に基づく補償金制
度によって無許諾で利用できる。また、授業外で
大学が他者の著作物を管理している場合、経年で
利用するなどの場合にも補償金の支払いが必要と
なる。なお､他人の著作物をLMSに教員がアップ
ロードすることは授業利用で､機関管理には該当
しない。
補償金の支払いは、大学が毎年５月１日の在籍

学生数に720円と消費税を掛けた額をSARTRAS

という団体に支払う。プールされた補償金は
SARTRASの活動に伴う経費を除く残額が全部著
作者に分配される仕組みになっている。他方、補
償金の分配は、全ての大学で著作物の使用状況を
調べているわけではなく、一部の大学に対して使
用状況の報告を依頼し、その結果を踏まえて､フ
ェルミ推定（実際に調査することが難しい数量や
規模をいくつかの手がかりをもとにしながら、論
理的に概算する）を行い、出版社などの分配業務

受託関係団体を経由して補償金を分配しており、
全ての著作権利者に分配されていないという最大
の問題がある。
生成系AIに関する著作権法上の問題としては三

つの問題がある｡一つは、AIが情報解析のために
利用する場合は、著作権者の許諾は不要として、
早い時期に著作権法を改正している。しかし、他
人の著作物をパターンとして蓄積する場合､画像
生成系AIでは問題となるので注意が必要。二つは、
他人の著作物をそのままプロンプﾟトとして、生
成AIで要約するような場合は、著作物性はないが、
プロンプト自体に創作的な意見を入れた場合に
は、著作物性があると考えられる。三つは、出力
結果にプロンプトを投入したユーザーの思想・感
情が反映されている場合は､ユーザーの著作物と
なる。しかし、そういうのが考えられない場合は、
単なる操作者にすぎない。また、誰かが作った生
成AIの出力が似ている場合は、絶対にこれを踏ま
えて作られているだろうという依拠性が要件にな
るので、証明されないと著作権侵害とは言えない
問題がある。

京都産業大学法学部教授　　　
髙嶌　英弘　氏

生成AIの学習利用に際して、気を付けること
は､社会に出て生成AIを使うことになるので､ビジ
ネスベースでの著作権規制の概要を認識している
必要がある。例えば、EUと取引のある企業に学
生が就職した場合には、AI利用の包括規制法を成
立させていることから、生成AIを使った文章や画
像にAI製でであることを書かなければいけないな
ど、基本的な著作権の仕組みとChatGPTの適切な
使い方について、教員も含めて学習していかなけ
ればいけない。
学生が著作権侵害をするような行為をどんな場

合にするかという視点から見ていくと、一つは、
生成AIを利用してそのまま文章や画像を授業だけ
に使っていたら問題はないが、SNSやホームペー
ジで公表する、自分の著作物として利用する場合
には、既存の著作物との類似性、依拠性があれば
著作権侵害になる。二つは、学生が自分で書いた
文章の一部に生成AIで出力した文章を切り貼り
し、類似性と依拠性が認められる場合がかなりあ
ると思う。
生成AIの特徴は、引用の部分は全く明示されな

いので、部分的な利用であっても著作権侵害の危
険は出てくる。どのように回避するか難しいが、
一つの技術的な方法として、生成AIが出力した文
章をアプリにかけると、元になった依拠性のデー
タを追跡して表示するシステムも開発されている
ようなので期待できるが、今のところやはり難し
い。三つは、画像の生成AIに一番問題が生じやす
い。キャラクターなど全く同じではないけれども、
非常に類似画像になることが多い。例えば､プロ
ンプトの中で｢トトロと似たって｣指示した場合に
は依拠性がある。これを自分の名前で公表し、利
益を得たりすると、スタジオジブリの同一性保持
権侵害になるのは明らかで、学生が一番やりかね
ないような例と思う。
今の段階では、各大学が生成AIの学習利用の指

針を作り、公表しなければいけないので、走りな
がら指針を作り、走りながら修正していくことに
なると思う。いずれにしても、学生も教職員も著
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グループ学習ではLINEを用い、IT会社にアプ
リケーション作成方法やアイデアを指導いただい
た後、Linyを用いてアプリケーションを作成した。
LINEおよびLinyを用いるのは、学生が慣れてい
るICT環境の方が良いと考えたためで、授業開始
当初アプリケーション作成に興味を持ってもらえ
るかどうか不安があったが、そのようなことはな
く、学生は積極的に取り組んでくれた。アプリケ
ーションの作成では、産官学連携だけではなく、
質問形式で解決策、問い合わせ窓口があるアカウ
ントを高校生と大学生による連携も進めている。
最終的な講評については、調布市の場合は実際

に対面で講評いただいたけれども、南部町の場合
はオンラインで行政の方たち、町民の方たちと繋
ぎながら質疑応答に対応するというプロジェクト
授業を行っている。

【質疑応答】
【質問】調布市と鳥取県南部町を一つの授業で扱

うとの話であったが､２つの地域差に学生が戸惑

うことはなかったか。

【回答】授業時に説明を丁寧に行っているので､そ
のようなことは起こっていない。

ICTを用いたTeam-Based Learningの実施方法
東京女子医科大学医学部講師

茂泉(吉名)　佐知子　氏
TBLとは、知識を応⽤してグループで考え、教

え合う能⼒を鍛える少人数のチーム学習法で、
2019年まで、１・２年生を対象に対面で行って
いたTBLの授業をコロナのために、2020年から
オンラインで実施することになった。TBLの流れ
は、「予習」、「予習確認」、「学修内容の応用」の
３段階ですすめる。先ず､予習項目が教員から発
表され、予習確認テストに個人で回答する。その
後、課題シートの問題に個人で回答した後、グル
ープで討論し、どうしてその答えが正しいと思う
か、何で他の選択肢が間違っているのかなど、根
拠を基にグループで回答を作成して発表を行った
後、司会から解説を聞き、学生、ファシリテータ
ーがアセスメントを述べる。各グループには、討
論がより深まるような声掛けをする役割を持った
ファシリテーターがついている。オンラインTBL

の授業では、Zoomを用い、事前学習や課題提示
などはLMSを活用した。グループ討議はブレイク
アウトルーム、発表資料の作成はGoogleスライド
を用いた。司会やファシリテーターは、オンライ
ンのトラブルに備えて同じ教室に待機し、学生は
この教室に直接電話をかけることでトラブルに対
処してもらうことができた。こうした結果、オン
ラインでも対面同様の授業を行うことができた。
学生からのアンケートでは、「グループの人と

話し合うことで、自分が誤解している部分が明ら
かになった」、｢わかったつもりになっていたけど、
よくわかっていなかったことがあった｣など、対
面でTBLを行えない場合でも、オンラインの実施
が可能。今後は、対面とオンラインの良い点を取
り入れながら、いろいろな状況に対応できるよう
にしていきたい。

【質疑応答】
【質問１】学生が作成したスライド等を教育改善

に用いているか｡

【回答】教員とファシリテーターで過去のスライ
ドを見て、問題の内容や難易度が適切であったか
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作権教育を大学として行っていくことが急がれ
る。

分科会Ｇ：学びの質向上を目指すICT活
用の取組み

オンライン「インタカレッジ民法討論会」
京都産業大学法学部教授　　　

髙嶌　英弘　氏
｢インタカレッジ民法討論会｣は、コロナ前は対

面で毎年開催してきたが、2020年度と2021年度
はオンライン形式で実施した。この討論会は、教
員が事例問題を提出し、各ゼミの学生が問題の解
決に向けた法律論を立てて報告し、立論の適切さ、
論理構成を他大学の学生から質疑を行い、個々の
ゼミだけでは実現できない大規模なオンライン共
同学習を行うもので、真剣にならざるを得ない。
学生の主体性向上のために、報告内容に関して教
員は一切助言や指導を行わない。学生の報告後に
教員間で同じ問題について討論を行い、学生に参
加させて多角的視点からの評価の重要性を認識し
てもらう場としている。
オンライン討論会では、Zoomを用いて画面共

有､ブレイクアウトルーム､チャット、ファイル送
付、録画機能等を活用して行った。こうすること
により、学生の相互交流ができるだけでなく、学
生の論理的 思考、文章作成力、プレゼンテーシ
ョン能力が向上した。また、その後の学生の学習
活動や就職活動にも役立っている。今後の課題と
展望としては、討論会のノウハウを法学関係以外
の大学教育全体に公表共有することと、全国規模
の大学が参加できるようハイブリッド形式の検討
を行い、参加大学以外への学生、教員の参加と、
報告に対する評価の投票にも参加できるようにす
ることで、一層開かれた教育の場の提供を考えて
いる。

【質疑応答】
【質問１】発表する学生は何年生か｡

【回答】３年生が中心であるが、２年生が発表す
ることもある。但し、評価に関して学年は関係な
く同じ基準で評価する。２年生で発表した学生が
次年度に３年生として発表する場合もあるが、発
表のレベルが向上していることが多い。
【質問２】オンライン討論会には、どのような人

が参加しているのか

【回答】討論会には、発表するゼミの学生、教員
の他に、上級生や下級生、卒業生も希望があれば
参加できるようにしている。

ICTで「空き家活用」の可能性を探究する地域連
携教育

共立女子大学建築・デザイン学部教授
髙橋　大輔　氏

１年生を対象とした課題解決ワークショップの
グループ学習において、半期14回の内、前半の
７回は調布市の行政の方が大学に来て講義を行う
中で、行政の方たちから、調布市の空き家を抑制
するためにはどうしたらいいのか、それを市民に
提案していくためにはどのようなアプリケーショ
ンを作ればいいのか、学生たちに課題を出してい
ただいた。後半の７回は、鳥取県南部町の行政の
方たちが、南部町の地域課題である町内の空き家
地域の居場所として学生たちが企画提案し、改修
する課題を出していただいた。



人間そのものがもっと倫理観というものをしっか
りと養っていかないとダメだということを、デー
タサイエンス授業の中で紹介していけば、こうい
ったことをする必要はなくなると思う。例えば、
生成系AIを自由に使いすぎると、様々な悪いこと
に使いだす人もいるので、気を付けなければいけ
ないということを、セキュリティの授業とも絡め
て、伝えて行かなければいけない。

【質疑応答】
【質問１】文系の学生には、この程度の怖さが必

要なのだとか、自分自身の物差しを作らせておい

て、ディスカッションを通じて全体知みたいな形

にして行くのかなと思ったりしたが、そのような

ことはあるのか。

【回答】このレベルまでができなければいけない
とか、そういったことではない。一日中同じこと
を教えるのではなくて、学生たちが自分の主専攻
の役に立つような物差しとか、使い方ができれば
いいなと思っている。理解していただくことより
も、自分の体質の合うものを使えるようになって
もらいたい｡
【質問２】DXとかQX時代に、どんな力を持って

いれば対応できるか、またサポートして行けばい

いのか。

【回答】データサイエンス、DX、QXに対して、
例えば、Kaggleというホームページに行けば、パ
イソンのエディッタが立ち上がるとかを知ってい
て、簡単なものができるというくらいでもいい。
少しでも食わず嫌いにならないように、ハードル
を下げてもらいたい。
【質問３】人文社会系なので、統計的な部分から

初めて、数式を使わないように解析は他のエクセ

ル使う科目にまかせている。それでも統計の言葉

など説明せざるを得ないが、カットしてもいいと

いうようなところ、何か所かありますか。

【回答】沢山ある。文科省ガイドでは、全部やれ
とは書いてなくて、沢山項目がある内のどれかを
やる形になっている。例えば、私は重回帰分析、
クラスタリング好きなので、結構入れるけれども、
そうでないところは他の授業に譲ってきた。先生
が学生を乗せることができる内容でやったほうが
いいと思う。
【質問４】ChatGPTの出力を学生が持ってきたと

きに､学生自身が考えてプロンプトを作ったので、

学生自身が考えてやってきたという発想なのか、

出てきたことを右から左に流したものと考える

か。

【回答】テキスト系、画像系の生成AIも一通り先
生たちが使っていることをいつも意思表示してお
くというのが抑止力になる。一番大切なのは、先
生が毅然な態度をとっていれば、学生は無茶しな
いと思っている。

分科会Ｉ：メタバースによる大学授業活
用事例の紹介

メタバース・ラボでの課題解決型PBLの試み
久留米工業大学AI応⽤研究所副所長

小田　まり子　氏
令和２年度から地域課題解決型のAI教育プログ

ムを全学的に導入し、２年生以降のPBLに重点を
置いている。令和５年度は、14のテーマで51名
の２年生の学生が４〜５人のグループに分かれて
課題解決に取り組んでいる。このPBLは、コロナ
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どうかを相談し、問題を改善している。その結
果、授業で用いる課題の質が向上し、課題に対応
した内容に関する試験問題の正答率が向上したよ
うに思われる｡
【質問２】オンライン形式と対面形式で違いはあ

ったか｡

【回答】オンライン形式の方が課題の内容を丁寧
につくる必要があるように感じた。教育効果につ
いては、あまり差は感じられなかった。

分科会H：文系学生向けデータサイエン
ス・AI授業のワークショップ

多学部横断的なデータサイエンス授業の実践例と
生成系AIとの向き合い方
大阪公立大学研究推進機構特任教授､本協会情報
教育研究委員会データサイエンス教育分科会アド
バイザー

辻　智　氏
理系・文系の各学部から、データサイエンスの

定義を教えて下さいってよく言われる。そのデー
タから意味のあるものを抽出して、さまざまな社
会活動に役立てていくとか、いろいろな定義があ
る。例えば、統計学とどう違うかという質問をよ
く受けるので、統計学を真理探究とすれば、デー
タサイエンスは共創活動という見方を私はしてい
る。イメージにこだわって、定義にこだわらなく
てよいと思う。
文系向けの授業では､学生を励起することが必

要で、知的好奇心を刺激するとか、教える順序の
向きは理系と逆、あいまいな領域は出てくるけれ
ども、あえて白黒つけない。海外の話題を沢山言
ってあげると、文系の学生が結構食いついてく
る。
私が担当の数理データサイエンス授業では、１

回目から15回目まで､トピックの内容ですすめて
いるけれども、実はトピックだけでなく、最後の
20分から30分くらいに、AI系のアプリ、ビジネ
スプレゼンスが使うような内容を盛り込んでい
る。授業を受けながら興味を引くドキドキするよ
うなもの、例えば、セキュリティの体験ができる
アプリを入れながら、パイソンのプログラミング
も入れながら、AIのアプリなど様々なものを入れ
ながら、工夫していく。その後、学生の意見も取
り入れて、少しずつ変えている。

DXの次はQX、量子コンピュータトランスフォ
ーメーションの時代に進んできている。スーパー
コンピュータで数万年かかるような計算が量子コ
ンピュータだと、例えば、10秒、20秒で計算が
終わる可能性があるので、破壊的に沢山の計算が
でき、地球上にあるデータがもしかしたら枯渇し
てしまうかもしれない。そうなってくると、AIが
どんどんデータを作っていくけれども、人間が作
ったデータが天然データとして価値が出てきて、
魚の養殖と天然のような形で、区別して使われる
時代が来るのではないかと思っている。QXの時
代になってくると、天然データは皆でむさぼりあ
うことも起こってしまうのではないか、というこ
ともあるので、DS、DX、QXは確実に進んでいる
ことを感覚的にもっておくことを薦めたい。
テキストや画像に関する生成系AIとの向き合い

方について、生成系AIが悪いのだということを、
世論やメディアで意見が何となく引っ張られてい
く感じがする。生成系のAIやAIの問題になる前に、

事業活動報告
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禍の影響でZoomを使用したオンライン会議シス
テムを活用している。また、令和３年度からはバ
ーチャル海外留学も行っており、参加学生は20
日間のバーチャル留学の後に、英語でプレゼンテ
ーションを行っている。
昨年度から、学生、教員、地域の社会人が時間

と場所の制約を越えて交流できるようなメタバー
ス・ラボの構築を始めた｡メタバース・ラボでは、
AIやDXを活用した地域創生を目指している。メ
タバース内でのコミュニケーション方法には、チ
ャットや音声による会話も含まれ、パワーポイン
トのようなスライドを使用した授業やクイズイベ
ントなどもできる。メタバースの中で、学生と社
会人との交流、地域との連携も可能であることも
確認できている。また、メタバースを活用したバ
ーチャル留学では、セントラルワシントン大学の
教員との交流や自己紹介の場面が、設定されてい
る。学修成果の可視化や次世代のコミュニケーシ
ョン手段としての影響を検証するためにも、メタ
バースを利用している。さらに、久留米市の不登
校児童や生徒の居場所、保護者の交流場としての
メタバース・ラボの利用について、外部にも公開
する仕組みを検討している。

【質疑応答】
【質問】メタバースのプラットフォームについて

教えてほしい。

【回答】本学独自のプラットフォームである。本
学情報ネットワーク工学科がファンタスティック
モーション社と連携しながら開発している。

メタバースによる国際協働学修の実践報告
東北大学高度教養教育・学生支援機構准教授

林　雅子　氏
メタバースによる国際協働教育学修の取組みの

背景として、2023年に文部科学省が遠隔教育の
実施に関するガイドラインを発出し、メタバース
の導入が推奨された。オンライン国際協働学習
（COIL）の拡充に努め、国際共修として国内外の
学生がオンラインで参加し、授業内外で交流・協
働する取組みを行っている。コロナ禍においては、
留学生が来日できない状況となったことから、メ
タバースを活用し、オンライン参加者と対面参加
者間の心理的な壁を低減するような工夫をした。
また、VRカメラを使って、留学生がリアルな日
本文化を体験できるようにし、メタバース内での
学生の交流を促進した。この取組みにより、20
ヶ国以上から学生が集まり、文化交流を深めてい
る。メタバースを通じた留学体験を提供すること
で、学生たちが異文化理解に肯定的な意見を持つ
ようになった。
2022年後期からは、メタバースVirtual Student

Exchange（VSE）も取り入れて、異なる場所にい
る学生同士が、同一空間にいるかのようにディス
カッションやグループワークをできるようにして
いる。渡航できない学生にStudent Exchangeの機
会を提供し、誰もが公平に教育を受けられる
SDGsの観点からも､学生たちと教員が一緒になっ
て取組んでいる｡
メタバースに対しては、オンライン教育よりも

学生の満足度が高くなっており、メタバースの教
育分野の人材的可能性を示していると考える。

参加者アンケートの感想・意見（一部を紹介）
全体会について
・　国の方針と、生成系AIの大学における取扱い
の全体像が聴けたので参考になった。

・　生成AIの導入による教育現場での取り組みと
これからの時代が求める人材育成のノウハウの
実例を学べる機会となりました。　
・　授業での生成系AIの扱いについて、方針をき
ちんと示す必要があると感じた。「考える」へ
つなげる方法が大切だと実感する。
・　デジタル人材の育成・確保について、十分な
情報が得られたため、非常に勉強になった。ま
た、生成系AIに関する教育についても、早急に
取り組む必要性を感じたため、来年度に向けて
検討中である。
・　DSとAIの今後について強烈なパワーと進化
を強く予感しました。特に、VUCAの時代と言
われる現在と今後本学が進むイバラの道を灯す
希望が持てました。

分科会について
・　分科会Aの生成AIに対する大学対応の５大学
の実践内容が、大変興味深く拝聴しました。
・　分科会Bの企業におけるAIへの対応事例を知
ることができ、これらの事例を教育活動に展開
したい。
・　分科会CのChatGPTに関する具体的な手法を
いくつか聞かせていただき参考になりました。
・　分科会Dでこれからの大学職員の業務がどの
ように変化していくのか、参考とさせていただ
ける情報提供であった。
・　分科会Fのデジタル教材の著作権対応と

ChatGPT の対応について、大変勉強になりま
した。特に、卒業後に社会人として生成系AIの
取り扱いについて、十分な知識を持たせておく
必要性に痛感した。
・　分科会GのICTで「空き家活用」の可能性を
探究する地域連携教育参考になりました。
・　分科会Hの文系学生向けデータサイエンスに
ついて興味深いお話しを伺うことができまし
た。
・　分科会Iの仮想空間で個別対応することで質
問者が増えた点は興味深かかった。
・　資料はカラーにして欲しかった、など　

発表会について
・　キャリア支援やレポート作成にあたっての生
成AI活用に関する発表内容について、早速参考
にしたいと思う。
・　各大学の取り組みが分かり、今後の方針を立
てる上で役にたった。
・　質問が少ないようで、もう少し意見交換を活
発にするよう誘導していただいてもよかった、
など



第３日目（９月７日）

教育改善を目指したICT利活用の発表

Aー1 生成AIによる自己理解の深化　ポートフォリオ
を活用したキャリア支援の可能性

福山大学　前田　吉広
大学卒業後のキャリアを考察するために必要な自己

理解のために、キャリア教育科目にて課題レポートの
分析を生成AIを用いて行う試みを行った。具体的には、
自立したコミュニケーション力の向上を目的として３
か月間行う連続課題の成果物であるレポートを、
ChatGPT-3.5に読み込ませ、３か月間の成長分析、社
会人基礎力指標を用いた成長分析、弱点及び改善点の
導出の３点で出力させる。結果としては多数の学生が
肯定的な反応を示し、学生個人では困難な深い理解に
つながる可能性が示唆された。今後は、さらなるサン
プル数の増加やプロンプト改良につなげたい。

Aー2 教職科目における情報通信技術の活用（生成AI
を含む）の導入に関する一考察

星城大学　坂本　雄士
2020年に世界的に流行した新型コロナウイルスによ

る児童、生徒のICT端末活用の促進や2023年初旬の生
成AIへの学校教育における対応の課題など、学校環境
を取り巻く情報教育環境は著しい変化があり、教員養
成における情報教育の重要性が高まっている。そこで、
学習指導要領の改訂と教職課程科目間の系統性を考慮
して、教職科目「情報通信技術を活用した教育の理論
と方法」授業計画を検討した。その際には、教職課程
全般を対象とした授業計画、ICT端末の児童、生徒へ
の普及と利用環境の整備、生成AIの利用といった視点
を加味した。さらに、教育の基礎理解に関する科目、
教科の指導法との関連についても整理を行った。

Aー3 生成系AIツールを活用した学生の小論文作成支
援の授業実践

城西短期大学　藤本　孝一郎
小論文作成能力向上のために、ルーブリック評価と

生成AI（ChatGPT、Being）を組合せて指導した。具体
的には、ルーブリックを文章制作注意評価表として形
成して事前配布し、生成AIによる参考解答文の提示を
行った。学生へのアンケートは好評価であった。特に、
AIチャットツールの活用で模範解答のバリエーション
が増えた点は、学生の作文能力の向上に役立つと思わ
れる。今後は、作文能力の定量的把握なども加えてい
きたい。

Aー4 生成系AIの利用を前提としたレポート課題につ
いての提案

東北学院大学　松本　章代
基礎的なプログラミング授業について、生成AIを利

用した不正や正当に評価する試みを行った。具体的に
は、当該科目履修者にあえて生成AIを使用させた。そ
の際に、①学生自身で書かせたレポートの後に
ChatGPTに同テーマでレポートを書かせて両方を提出、
②最初からChatGPTでレポートを書かせて内容の正誤
を検証させる、③ChatGPTに未経験のプログラミング
言語でプログラムを作成させレポートとしてまとめる、
という３パターンで出題した。その結果、学生には生
成AIの有用性、出力結果の検証必要性などへの理解が
見られた。今後も、教員の採点労力を増やさないこと
を視野に入れて生成AIの不正利用を防止しながらも、
その有効活用を探っていきたい。

Aー5 自主的な学びを促進するための大学授業におけ
るチャットボットシステム

福山大学　金子　邦彦
コンピューターサイエンス科目において、質問への

自動回答を行うAIチャットボットを掲示板に組み込ん
で自主的な学びの促進をはかった。具体的には、15回
分の授業資料を、問題集などのファイルをChatGPTに
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読み込ませてカスタマイズし、質問回答を行うようプ
ロンプトを与えた。多数の学生が関心を示し、抵抗感
が見られなかった。今後は、受講者全員での質問・回
答の共有とチャットボットの統合をはかりたい。

Aー6 「情報活用演習（基礎）」の授業改善の提案 ～
教育改革推進特別経費を受けて～

聖徳大学　難波　阿丹
学内の教育改革推進特別経費の支援を受けてデータ

リテラシーの基礎教養を育む目的で、2022年度より看
護学科「情報活用演習（基礎）」を開講した。内容は
SDGsの17目標に関連付けて保健、医療、福祉に関係
する公的機関のデータベースを基に、問題提起から解
決案を行政機関へ提案する流れを採用した。さらに、
高校学習指導要領の改訂を視野に入れ、上述のデータ
ベース活用を教材として授業改善を行った。これによ
り、看護学科の学生からは、データへの親近感やデー
タ分析の楽しさ、高校での学習との連結といった観点
からの好評価を得た。これらの成果をもとに、後続の
データサイエンス科目のシラバスも作成した。今後は、
他学部や他学科への効率的な展開をはかりたい。

Aー7 保健医療福祉の問題解決ためのPBLとDPPDAC
サイクル融合型データサイエンス

聖徳大学　栗盛　須雅子
2022年度より看護学科で開講した「情報活用演習

（基礎）」では、後半（第７〜15週）をProblem-based

learningによるアクティブラーニングを導入している。
その際に、滋賀大学データサイエンス学部で提唱され
ているPPDAC分析サイクルに新たにＤ（Data）を加え
たDPPDAC分析サイクルを融合させた。これにより、
まずデータから問題を抽出し、その課題解決へ向かう
サイクルと手法を身につけさせることが可能になると
考えている。受講した看護学科学生達には、積極的に
データに取り組む姿勢が見られた。
今後は、さらにデータサイエンス思考を習慣化させ

ていきたい。現在は、DPPDAC分析サイクルの中心に
SDGsを据えているが、将来的には様々な保健医療福祉
のデータ分析に向けた内容に発展させたいと考えてい
る。

Aー8 富山短期大学における「データ・AI・情報リテ
ラシー」教育への取り組み

富山短期大学　春名　亮
2023年度にMDASH初級レベルの認定を受けた教育

プログラムの必修科目「人間と情報」に関して、ルー
ブリック評価や食物栄養学科、幼児教育学科、経営情
報学科、健康福祉学科での授業アンケート結果につい
て報告した。授業アンケート結果からは、経営情報学
科が他３学科に比して最も満足度が高いことが示され
た。今後は、学科を問わずMDASHへの意識向上をは
かりたい。

Aー9 近畿大学におけるDS・AIリテラシー教育の取り
組み

近畿大学　溝渕　昭二
2022年度より「近畿大学データサイエンス・AI リ

テラシー教育プログラム」を導入した。まず、第Ⅰ期
として、「データリテラシー入門」を開講したが、この
科目は数理・データサイエンス・AI教育拠点強化コン
ソシーアムによって定められたモデルカリキュラムの
サブセットのうち基礎と心得の学習内容を多く配分し
ている。また、学習内容のアウトプットする機会が多
いことも特徴である。
授業形態は、オンデマンド授業を採用し、その動画

教材は通信教育部のノウハウを有した専用の収録スタ
ジオKICSを活用しており高品質である。また、受講生
にはオンラインによるグループディスカッションを課
し、理解度を深めている。2022年度は、全学で1,700
名を超える履修者があり、離脱者を除いた合格率は約
90％であった。今後は、高校の情報Ⅰを履修した入学
者に合わせてより高度な内容を含む教材を作成してい
くことが必要と考えている。
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Aー10 プログラミング言語学習に向けた入学前教育
東京情報デザイン専門職大学　

丹野　嘉信、寺田　貢、藤原　修吾、高橋　果林
（事務部）石神　敬広、村山　輝、小花　一貴

年次の必修科目である数学を題材としたLMSを用い
た入学前教育を実施した。自己評価や入学前教育への
アンケート調査から、受講生には基礎的なプログラミ
ング言語スキルの習得による学習能力の向上が期待で
きる。教職員は受講者の進捗状況や理解度を把握する
ことで個別に合わせた教育内容や大学生活へのサポー
トの提供などで、より効果的な教材作成などへの期待
ができる。

Aー11 体育会系学生へのプログラミング教育の施行
神奈川工科大学　上田　麻理、田中　哲雄

松本　一教、田中　博
プログラミングが苦手な工学系・情報系学部の大学

生を対象として、プログラミング学習のレベルと音読
の有効性を明らかにするため、音読学習、シャドーイ
ング学習を取り入れたプログラミング講座を実施した
報告を行った。音読・シャドーイング・黙読による学
習効果は得られなかったが、プログラムの音読で効果
がみられる層があることが示唆された。

Aー12 オンライン実行環境とLMSを活用したプログ
ラミング授業の演習課題の自己確認

流通科学大学　関　陽、平越　裕之
学習管理システムの学習支援の一つである自己採点

型のテスト機能を使い、受講生がプログラミング課題
の提出前にプログラムを自身で実行してプログラムの
正しさを確認、表示される解説ヒントなどを手掛かり
にプログラムを修正、再テスト実行する手法を演習に
取り入れた。受講生自身にプログラムの実行結果を確
認させることで、正しい課題を提出するという動機付
けとなり、学習効果の向上につながることが期待される。

Aー13 ICTを使った「気づき」を育む日本語教員養成
神戸女子大学　安原　順子

十分な知識と指導力を持った日本語教員の養成を目
指し、双方向授業に学習者オートノミーを育てる学習
プログラムを構築するため、学習者の自律性を助ける、
学生の「気づき」を引き出す形態を授業モデルに加え
研究対象として行った。学生が外国人日本語学習者の
使う日本語から文法・音声の誤用に気づき、レジュメ
としてまとめる「気づき」を育む試みは、学習者オー
トノミーを育てる日本語教員養成には大いに役立つと
報告された。

Aー14 英語で学位取得する外国人留学生層対象のオ
ンライン型日本語・キャリア教育学習モデル

関西大学　池田　佳子、眞鍋　均之介、池田　尋斗
外国人留学生と来日前から就職後以降も日本語習得

を含めるキャリア教育を提供する英語トラック学位習
得プログラムでは多くの日本語学習コンテンツを無償
で使用できる。学習習慣の維持が困難という課題に向
け、個人のペースで学ぶMLと日本語学習コーチと定期
的セッションで学ぶ（CL）制度を組み合わせたブレン
ド型学習モデルを提案し、２側面から多角的な学習者
支援アプローチを行いつつ、推進していくとの報告が
された。

Aー15 被服構成学実習におけるICT教材～オンデマ
ンド教材の事前配信による予習の効果～

武庫川女子大学　末弘　由佳理、坂田　彩美、影山　彩希
被服構成学の基礎的な知識・技術の実習科目におい

て授業開始直後に一斉説明を行っているが、事前作成
した動画を授業の前日に配信し、対面授業時の一斉説
明動画を授業終了後に配信する授業実践のアンケート
調査の報告を行った。授業後半になると、授業進行に
遅れた学生が自身のタイミングで以前の授業回の動画
視聴が増えることから、事前配信動画による予習およ
び一斉説明のみでは理解が不十分であることが検証さ
れた。

Aー16 物理教育におけるシミュレーションを利用し
た事後学習の試み

千葉大学国際未来教育基幹　藤本　茂雄
１年生の「力学入門」の座学の授業で、レポート課

題等で解いた問題を再度PCにてシミュレーションを行
う事後学習を取り入れた試行について報告を行った。
プログラムの実行環境がパッケージ化されたCloud環境
でのシミュレーションの導入であったが、授業後半で
の実施のため一部の学生の参加ではあったが利用環境
としてはおおむね受け入れられた。対象授業がプログ
ラミングの授業ではないため、利用環境の構築も含め
た検討を進めていく。

Aー17 単語の自動抽出による予習促進問題の自動生成
東大阪大学　石川　高行、藤井　みゆき

学生に事前に読ませたい資料を形態素解析器にかけ
て、一定文字数以上の名詞を抽出したデータを基に穴
埋め問題を自動生成するプログラムを試作した結果の
報告を行った。日本語および英語の資料について自動
生成が可能である。予習として試行した結果、日本語
会話が堪能な留学生でも読み仮名問題で満点が取れな
いこと、満点を取るまで繰り返し受験する学生がいる
ことがわかった。必ず出題したい単語を容易に指定で
きる方法が求められる。

Aー18 発表辞退

Aー19 大人数講義におけるZoomを用いたグループ
ワークーポストコロナのICT活用授業

近畿大学　石上　敬子
大阪経済法科大学　芳中　千裕

対面授業で学生にスマホからZoomにアクセスさせ、
ブレイクアウトルーム上でグループワークを実施した
報告を行った。グループの人数は各10名程度で自動振
り分け機能を用いて割り振り、チャット上で議論する。
消極的な参加者を許容しつつ、一定の水準のディスカ
ッションが実現できた。Zoomとブレイクアウトルーム
機能、チャット・注釈機能を使った非対面グループワ
ークは学生全体の受講意欲を高める効果を生じる可能
性があるとしている。

Aー20 英語でつながるグローバル・アントレプレナ
ーシップ教育のDXで若者の居場所づくり

東洋大学　今村　肇
今の日本に不足する失敗を乗り越える起業家精神と

英語パワーコミュニケーション力をもつ「グルーバ
ル・アントレプレナーシップ」教育のDXの実践と課題
の報告を行った。境界を越えたコンテクストの共有か
らのクリエイティブなビジネスモデル創造が苦手な日
本の若者をビジネスとアカデミックの協働によるDX環
境で、プロトタイプングのプロセスを実際の現場で検
証されたコンテンツを提供することが重要であるとした。

Aー21 ライティング支援施設のスタッフ教育：
Teams会議機能を用いた教育機会の補い

愛知淑徳大学　中村　佑衣
ライティング支援施設における「長期的な指導力の

維持」の改善策として学生チューターの育成方法に
Teamsの会議機能を活用した報告を行った。Teamsの
会議機能を利用することでキャンパスの垣根を超えた
研修が可能となり、従来の能力差や偏りが解消され、
学生チューター同士で不足を補えるようになり、長期
的な指導力を底上げするための教育会の均等が達成さ
れた。理論に則った研修が行える研修素材の作成に努
め効果を高めていく。

Bー1 コンピュータ実習を伴う遠隔ライブ授業におけ
る受講生の実習状況共有
東海大学　宮川　幹平、及川　義道、岡田　工

VR・ARコンピュータ実習を伴う遠隔ライブ授業に
おいて全体状況や個々の学習状況を教員・受講生とも
に効率的に把握・共有し、受講生の学習活動を促す仕
組みとして、２次元メタバース上に仮想的な教室空間
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（以下、仮想教室）を構築し、遠隔ライブ授業の会場と
して運用する実践を進めている。
今回の実践では、通常回・まとめ回とも、仮想教室

において対面授業と概ね同等の学習活動を実現しつつ
あるが、机間巡視による個別対応の学生満足度こそ高
いものの、同じような解説を何度も繰り返すことは珍
しくなく、オンラインの仮想教室上で運営される授業
ならではの価値を示しているとは言い難い。その対策
として、受講生の自動的な把握と誘導挿入の仕組みに
ついて提案があった。

Bー2 臨床実習前の学内演習効果を高めるVR教育プロ
グラム構築に向けた基礎的研究

愛知淑徳大学　林　久恵、稲垣　尚恵、志村　栄二
臨床実習を控えた在校生を対象に、臨床実習の準備

性を効率よく高めるためVR教材を活用した学内演習を
行った。その結果、臨床実習前の学内演習にて想定さ
れる問題をVRで提示し、グループワークを通して事前
に対策を検討することにより、演習後に「不安感」「自
己効力感」の改善が得られることが確認された。また、
演習後に臨床実習を経験することで、心配事への積極
的な対処法や思考制御に関するメタ認知機能の改善が
得られ、不適切な認知傾向が修正される可能性がある。

Bー3 オンラインシミュレーションソフトウェアによ
る致死的な急性期疾患診療の反復学修

昭和大学　鈴木 慎太郎、相良 博典、本間 哲也
土屋 静馬、泉 美貴

吸器・アレルギー領域で迅速かつ正確な診療技能が
求められる、致死的な急性期疾患・病態を低学年の医
学部生でも診療可能な状態に近づけることを目指し、
学生のowned deviceで操作可能なオンラインシミュレ
ーションソフトウェア（Body Interact、Take The Wind、
ポルトガル）による反復的な自己学修と提示したテー
マに関連した反転授業を導入した。反復学修すること
でGlobal Score、個別の診療上のプロセスに関する得点
（３種類）、コンヒテンシーとも改善する傾向にあった。
反復的に自主的に学修を繰り返すことができる点にお
いて、従来の医学教育、とくに臨床医学分野では“運”
にかかっていた致死的な急性期疾患の診療機会を好き
な時に好きなだけ学べる環境として学生に提供できる
メリットは非常に大きい。

Bー4 大人数反転授業時におけるICT機器の活用試行
摂南大学　小林　正樹　　　

富山短期大学　春名　　亮
今回、大人数授業かつ反転授業において、①学生の

意見等をリアルタイムでスクリーンに投影することに
より、他人の意見を知り、受け入れ、さらなる学びが
深まり、思考の活性化につながる、②出席率の向上が
見込まれる、③成績の向上（学修効果）が見込まれる、
④知人が増えることにより、豊かな人生が歩める可能
性が高まる等の効果を期待し、大人数反転授業を試み
た。残念ながら統計的に有意な結果は見いだせなかっ
たものの、次のステップの課題が観取された。それは、
BYODを必須とすることで更なる教育効果向上の可能
性があること、教員の意図するグループの編成につい
て課題があること、最適なグループの人数が不明なこ
と、シャトルカードの活用方法についての検討である。

Bー5 教養系授業における反転授業導入　ICTの力を
借りて

豊橋創造大学短期大学部　伊藤　圭一
高校時代からコロナ禍で授業を思うように受けられ

ず、進学した先の授業に「期待感」を持っている。教
員が見過ごしがちな対面授業への「期待感」に応える
べく、ICTを活用した反転授業を行うことでその期待
感に答えることを意図した授業改善の２年目の報告で
ある。
教室で一堂に集まることによって学生同士のつなが

り、情報交換などが期待できるような状態にすること
ができ、その効果は、①事前に不明点が明確になり意
見交換が充実、②アウトプットの場を設けられ能動的

になる、③教員が学生の状況を把握しやすい、である。
２年目からは動画教材の提供、Webでの連載記事を教
材として活用も行った。

Bー6 プログラミング系授業の教育効果向上を目指し
た反転授業導入と教案の活用

日本大学短期大学部　金　炯秀
全分野の学生に対し、プログラミング系科目（以下

「プログラミング基礎」という。）に興味を持ちながら
最後まで受講してもらうことを目指し、反転授業の導
入と教案の活用を検討した。反転授業を導入する際、
デジタル教材や授業動画を積極的に活用することにな
るため、資料等を掲載するのではなく、教案と連携さ
せる。これにより、事前学習として授業動画のコンテ
ンツを活用して学生は個別に講義を聞き、教室では課
題や演習を含む様々な形の学習活動を行うことができ
る。さらに、授業後には、公開された教案に従って、
当日行われた授業の様子を思い出しながら十分な復習
ができる。

Bー7 リメディアル教育情報系新学部における高大連
携リメディアル教育の取り組み

近畿大学　守屋　宣近、吉原　和明
半田　久志、井口　信和

近畿大学附属豊岡高等学校・中学校　西井　達史
数学の能力が不足している学生への支援のためのリ

メディアル教育に取り組んでいる。リメディアル教育
を実施するにあたり、学生が高校での学習状況を反映
させることも重要であることから、本学附属高校の教
員とも協力して進めている。そこで、入学時に数学の
学力テストを実施し、数学の能力が不足していると思
われる学生に、個別連絡を行った。学生が参加しやす
いよう「数学リメディアルクラブ」（以下、リメディア
ルクラブ）という名称をつけ、通常の教室で多くの学
生が集まりやすい環境で実施した。リメディアルクラ
ブでは、担当教員が質問対応をする以外に、学生の自
主的な学習を促すため大学受験向けオンライン数学教
材の視聴を勧めた。その結果、リメディアルクラブ参
加学生には、一定の成績向上の効果があった。

Bー8 理系１年生を対象とした英語多読リーダー活用
の有効性に関する調査研究
東京理科大学　ジエニングズスティーブン

多読リーダー（graded reader）は、「様々なレベルの
読解力を持つ第二言語学習者に適した難易度に言語が
簡略化された本」と定義される。
多読リーダーを使用することで、少なくとも平均22

語／分（コース終了後のクイズで多読した学生では22
語／分)の読書速度が向上した。アンケートの量的な部
分に関しては、回答者は、①多読リーダーを使うこと
の有効性に関する質問に対して、ほぼ肯定的な回答を
している、②多読リーダーは面白いだけでなく、読ん
でいる間に出会った単語や言い回し・文法が他の場面
で役立っている、③読んだ本の内容を思い出すことが
もたらす効果について、中程度に肯定的な「気づき」
を示している。最後の質的な質問に目を向けると、建
設的な批判だけでなく、肯定的なコメントも数多くあ
った。その結果、多読リーダー・プログラムは、学生
が受講前に持っていた文法や語彙の知識と、口頭での
コミュニケーション能力向上の相乗効果を生み出すの
に効果的であることがわかった

Bー9 機械翻訳（MT）を取り入れた英語リーディン
グ授業モデルの開発

大阪電気通信大学　南津　佳広　
関西学院大学　工藤　多恵

本研究のリサーチクエスチョン（RQ）でリーディン
グの実験授業を、①MTの導入で学習者の英文内容理解
は促されるか、②MTの導入で学習者の語彙は伸びるか、
行った。関西圏の私立大学にて英語を専門としない学
部３年生12名に対して英文理解を促進するためにMT

を使用した。さらに、視覚・聴覚からの情報解析と内
容理解を一致させるために、通訳訓練技法のシャドー
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イングとサイト・トランスレーションを導入し、リー
ディング・スピードを速めることを促した。
その結果、学生の振り返りから、個人によってその

程度は変わるものの、英文の内容理解は促され、２回
目のCASECスコアから読解力は向上したといえるので
はないだろうか。振り返りの結果により、MTを導入す
ることで受講生の「無機質な作業」感という心理的な
負担は軽減され、内容理解へと意識が向くことも分か
った。次に、語彙力が増えた学生が大多数を占める一
方、インタラクションが機能せず、内容理解が促され
ていない受講生は、語彙の知識も増えていないことが
明らかとなった。

Bー10 出欠打刻データ情報を用いた多欠学生の予防
方法

文京学院大学　浜　正樹
出欠管理システムの出欠打刻データを用いた多欠席

学生の把握と予防対策についての報告が行われた。表
計算ソフトを用いて、出欠情報を可視化した。学修の
つまずきの原因となる欠席を早期に把握することがで
き、出席数が不足することにより失格となる学生が生
じる科目をなくすことができた。これにより、欠席者
の保証人への連絡も迅速化され、今後、退学率の低減
が期待される。

Bー11 AIを活用したスクールバス混雑検知システム
の開発計画と試作

共栄大学　伊藤　大河
スクールバスの混雑状況を検知するシステムの開発

を計画中で、その試作状況についての報告が行われた。
バス内に設置したカメラから取得したリアルタイム映
像をAIにより解析し、混雑状況を判定することが実現
可能であることを、２種類の装置構成で確認した。本
年後期に実験を継続し、実際の車内の映像を用いて機
械学習を進めることで、車内への実装を検討している。

Bー12 スナップショット監視付きオンデマンドなタ
イマー機能アドオン付きフォームの再試活用

専修大学　小川　健
再試験の実施において、日程調整が困難なため、オ

ンラインテストの実施が必要となっており、その実施
のためのフォームについて報告された。学生のオンラ
インテスト受験中に必要な監視方法として、受験状況
をスナップショットによる写真で監視する方法を導入
している。この結果、ごく一部の対面受験を希望する
学生を除き、再試験をオンデマンド実施することがで
きた。

Bー13 AI・IoT・DS分野における社会人の学び直し
PBL講座の実践

金沢工業大学　金井　亮
DXを推進できる人材養成プログラムとして実施した

社会人の学び直しのためのPBL講座についての報告が
行われた。多種多様な年齢や携わる業務の受講者が、
「AI」、「IoT」、「データサイエンス」の基礎知識とスキ
ルの習得を目指し、チームおよび組織として、要求仕
様を満たすアイデアを創出し、提案アイデアを協力企
業関係者に発表報告した。アンケート結果から、参加
者が満足感・達成感が得られたことが分かった。

Bー14 会計学授業での反復練習におけるICT活用の
事例

京都産業大学　行待　三輪
学習支援システムMoodleを用いることにより、会計

学の授業で反復学習を実施できる事例の報告が行われ
た。具体的な反復学習はMoodleの小テスト機能を用い
て構築する。一方で、学生のフリーライドの予防、学
生のWiFi環境の使用可否への対応などの問題点を改善
する必要がある。今後、この方法による受講生の能力
向上についての計量的な分析実施が課題として残る。

Bー15 日本語オンラインテストの評価と教育効果の
可視化

城西国際大学　高木　美嘉
留学生に対する日本語についてのオンラインプレー

スメントテストに関する報告が行われた。プレースメ
ントテストの結果により、自分の能力に適したクラス
に配置されるように調整を行っている。またクラス受
講後にも同じテストを実施することにより、学習効果
を測定する意味も持たせている。今後、学習成果の可
視化を実現して行くことを目指している。

Bー16 テキストマイニングを利用したレポート分析
の活用

北海道医療大学　門　貴司
テキストマイニングと機械学習の技術を組み合わせ

て、学生のレポート内容を把握し、客観的なフィード
バックを行う手法についての報告が行われた。医療系
大学における実施例として、専門用語の辞書を取り込
むことにより、精度を向上させることができた。フィ
ードバックとしては、学生に対してはワードクラウド、
教員に対しては階層的クラスタリングを用いている。

Bー17 テキストマイニングによる情報処理科目の理
解度の分析と検証

中央学院大学　中野　健秀
文書作成および表計算ソフトウェアに関する情報処

理科目について、リアクションペーパーをテキストマ
イニングの手法で分析し、評価する方法についての報
告が行われた。分析結果として、抽出語の頻度分析の
結果、理解度の高い層と低い層の２グループで比較す
ることにより、文章量や抽出語の出現回数に差が生じ
ていることが見られた。

Bー18 Office文書採点システムの構築と教育効果の
検証

日本大学　毒島　雄二
コンピュータの操作スキルの文書作成に関する初年

次科目における採点システムを構築し、それを用いた
教育効果の報告が行われた。Microsoft Officeの課題に
対して提出されたWordファイルを、VBAによりExcel

シートに抽出して、従来は複数の教員が目視で確認し
ていた、書式などの設定を自動的に確認できるように
した。これにより評価結果の公開までの期間が短縮さ
れる効果が得られた。

Bー19 学生の情報環境利用状況から考える授業コン
テンツ

日本大学　谷口　郁生
初年次の情報教育について、学生の情報教育利用状

況に基づいて制作された授業コンテンツの報告が行わ
れた。コロナ禍のオンライン授業で作成されたコンテ
ンツを、今後アクティブラーニング形式の授業用の教
材として使用する方向性を検討した。教材として、一
定間隔でのクイズの実施、再生速度の選択、字幕の追
加などについて取り上げ、今後その有効性などを検証
する予定である。

Bー20 初年次以降のノートテイキングとICT活用の実
情調査

山梨学院大学　原　敏
２年次以降の学生のノートテイキングの状況につい

ての報告が行われた。２年生が履修するノート作成法
を学ぶことを目的とせず、知識教授型といわれる板書
の記録からノートテイキングが始まる科目のノート作
成状況およびICT利用について調査した結果、板書を
書き写すことに満足し、自ら調べ知識を整理し学習す
るという態度が十分に見についていない可能性が高い
ことが分かった。

事業活動報告


